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ふくしまから はじめよう。 
「食」と「ふるさと」新生運動推進事業（継続） 

１ 趣 旨 

「ふくしま農林水産業新生プラン」のめざす姿の実現に向けて、生産者自らの積極的

な取組はもとより、生産から流通・消費に至る様々な立場の組織・団体等が一体となり、

その思いと力を一つにして取り組む「ふくしまから はじめよう。『食』と『ふるさと』

新生運動」を展開する。 

２ 事 業 内 容 

（１）「食」と「ふるさと」新生運動推進本部の運営 

運動の推進に関する基本的な事項や事業計画の策定、構成団体間の情報共有を行う

ため、推進本部総会、幹事会及び地方推進本部総会を開催する。 

（２）農林水産業再生セミナーの開催 

農林漁業者の復興・再生に向けた意欲向上に資するため、夢の持てる農林水産業の

実現に向けた新たな農林水産業の姿を提案するセミナーを開催する。 

（３）ＩＣＴを活用した情報発信 

県ホームページやＳＮＳ等のＩＣＴを活用し、生産から流通・消費に至るまで幅広

く、本件の農林水産業に関する情報を発信することで、本県農林水産業及び県産農林

水産物に対する理解の促進を図る。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １，５４０千円

５ 事業実施期間   平成２６年度～平成３２年度

【担当課：農林水産総室農林企画課 ０２４－５２１－７３１９】  

【平成30年3月30日現在】
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農林水産分野イノベーション・プロジェクト推進事業（一部新規） 

１ 趣 旨 

避難地域をはじめ原子力災害を受けた地域において、ロボット技術やＩＣＴ等の先

端技術を取り入れた先進的な農林水産業を実践することで、農林水産業の復興と再生

を図るため、各事業を実施する。 

２ 事 業 内 容 

（１）土地利用型作物超省力・大規模生産実証事業

法面の除草管理作業が軽労化できる除草ロボットに改良を加えながら開発し、実用

化に向けた現地実証を行う。 

（２）（新）除染後農地の地力の見える化事業

表土削り取り除染後の土壌の物理化学性、放射性物質濃度の「見える化」技術を活

用した地力ムラ改善技術の開発を目指した実証研究を行う。

（３）（新）高解像度衛星による水稲管理技術開発事業 

   営農再開地域の水稲栽培において、衛星画像を活用した、生育、食味及び病害虫発

生状況等の判断技術を確立する。

（４）（新）野菜収穫ロボット開発実証事業 

   ブロッコリーを自動収穫するための機械の開発・実証を行う。 

（５）阿武隈高地畜産業クラスター事業 

   家畜の授精適期の予測による繁殖成績の向上や分娩事故の低減等を図るため、ＩＣ

Ｔを活用し、家畜の個体管理を一元化するシステムの現地実証を行う。

（６）林業用最先端ロボット開発事業 

森林施業の中で人力に頼っている作業の効率化・省力化を図るため、実用化途上の

林業用自動植付機に改良を加えながら開発し、現地実証を行う。

（７）（新）先端農林水産業技術普及啓発事業 

   ＩＣＴやロボット技術等作業の省力化を図りながら、規模拡大を実現できる、農林

水産業の各種先端技術を紹介するとともに、実際に見て触れる体験型の展示会を開催

する。

３ 事業実施主体 

２の（１） 県、研究機関等によるコンソーシアム 

２の（２） 県、大学、研究機関、民間企業等によるコンソーシアム 

２の（３）、（４） 県、民間企業等によるコンソーシアム 

２の（５）、（７） 県 

２の（６） 県、研究機関、民間企業等によるコンソーシアム 

４ 予 算 額   １７４，５０８千円 

【平成30年3月30日現在】
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５ 補 助 率   ２の（１）、（２）、（３）、（４）、（６）… 定額 

２の（５）、（７） … － 

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３２年度 

【担当課：農林水産総室農林企画課 ０２４－５２１－８０２７ 

農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３６ 

生産流通総室園芸課   ０２４－５２１－７３５５ 

畜産課   ０２４－５２１－７３６５ 

森林林業総室林業振興課 ０２４－５２１－７４２６】 

【平成30年3月30日現在】
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避難農業者経営再開支援事業（継続）

１ 趣 旨 

原子力被災１２市町村（田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村。）から避難を余儀なくされた農業者

の避難先や移住先における農業経営の再開を支援することによって、避難農業者の生活

再建を図る。 

２ 事 業 内 容 

  避難農業者が原子力被災１２市町村外（県外を含む。）の避難先や移住先で農業経営を

開始する際に必要な農業用機械、施設等の導入等と、避難元市町村が避難農業者の農業

経営の開始に向けて、各種調整等に要する事務経費を支援する。 

３ 事業実施主体   避難農業者 

                      （※直近の事業年度にかかる農産物の販売金額が、被災前と比べ

て５０パーセント以下である者） 

４ 予  算  額   ７３，９５０千円 

５ 補 助 率   

 （１）経営再開支援補助金    １／３以内 

ただし、帰還困難区域等農業者が将来原子力被災１

２市町村で農業経営を再開する意志がある場合は、

３／４以内 

（２）市 町 村 事 務 費    定額（１００千円／市町村） 

６ 事業実施期間   平成２９年度～平成３０年度 

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３４４】  

【平成30年3月30日現在】
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ふくしま農林水産業競争力強化に向けた重点研究事業（新規） 

１ 趣 旨 

本県農林水産業・農山漁村の復興・創生を図るため、避難地域等における農林水産業

の再生や全県的な風評対策を積極的に展開しているものの、原発事故による根強い風評

で失った本県産農林水産物の棚は、既に他県産に置き換えられており、販売棚を奪還し

ていくためには、市場競争力のある農林水産物の生産を拡大し、販売力を強化する必要

がある。 

このため、避難地域等における産地再生の核となる品目、単価の回復が遅れている品

目について、国内外の競争に打ち勝つ、本県オリジナルの特徴的な新品種を開発する。 

２ 事 業 内 容 

（１）本県オリジナルの特徴的な品種等の開発（9,614千円） 

ア モモ（5,011千円） 

モモについては、日本から海外への輸出量が急速に拡大しているなか、出荷期間

を大幅に拡大し、他産地との差別化を図るため、晩生の新品種を開発する。 

イ ブドウ（2,999千円） 

ブドウについては、皮ごと食べられる品種に対する消費者ニーズが急速に高まり、

今後産地間競争が激しくなると予測されるなか、他産地との差別化を図るため、皮

ごと食べられる特性に加え、大粒・黒系・種なしの新品種を開発する。 

ウ ホンシメジ（1,604千円） 

ホンシメジについては、全国で唯一自然栽培ができる県オリジナル品種による産

地創造と需要開拓を進めているところであり、生産・出荷体制をさらに強化し、本

県の地位を揺るぎないものとするため、自然栽培ができる新品種を開発する。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ９，６１４千円 

５ 事業実施期間   平成３０年度～平成３２年度 

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３６】  

【平成30年3月30日現在】
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自給飼料生産復活推進事業（新規） 

１ 趣    旨  

原発事故以降、本県の畜産経営は自給飼料の生産・利用が制限され輸入粗飼料に頼っ

てきたが、本来の自給飼料生産を再生し、飼料費を低減していく必要がある。 

そのため、飼料生産組織等を活用し、地域一体で生産体制を再構築する取組を支援し、

良質で低コストな自給飼料生産体系を確立する。

２ 事 業 内 容 

（１） 地域飼料生産組織協議会等の設置 

地域が一体となって飼料生産組織等を活用し、良質で低コストな自給飼料生産体

制を構築する取組を支援する。 

（２） 新技術の導入支援 

より低コストで良質な飼料生産のために新技術や新品種等の導入を検討する費用

について助成する。 

（３） ＴＭＲセンター設立支援 

    飼養規模拡大や労働力不足対策としてＴＭＲセンターを設立する取組を支援する。 

３ 事業実施主体   ２の（１）、（２）協議会等 

           ２の（３）市町村、農業協同組合、協議会等 

４ 予 算 額   ５，８９４千円

５ 補 助 率   定額 

６ 事業実施期間   平成３０年度～平成３１年度 

【担当課：生産流通総室畜産課 ０２４－５２１－７３６４】  

【平成30年3月30日現在】
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ふくしまの畜産復興対策事業（一部新規）

１ 趣   旨
  本県畜産業の再生・復興を図るため、肉用牛及び乳用牛の生産基盤の回復や、避難
指示区域等における畜産経営の再開等を支援するとともに、他県に負けないブランド
の向上に取り組む。

２ 事 業 内 容
（１）酪農担い手育成・確保対策事業
   生乳生産量を回復させるため、核となる担い手を育成する。
  ア 酪農後継者経営・技術向上支援事業
    次代を担う酪農後継者の経営・技術の資質向上に資するため、県内全域の酪農

後継者が組織する団体が行う牛群検定実践研修会等の開催経費に補助金を交付す
る。  

（２）肉用牛生産基盤復興創生事業

   肉用牛の生産基盤を回復するため、肉用牛繁殖雌牛の増頭に向けた組織的な取組

を支援する。

  ア 繁殖牛地域増頭推進事業

    生産基盤の回復と安定化を図るため、地域や部会単位など広がりを持った組織

での繁殖雌牛増頭に対する取り組みへ奨励金を交付する。

    １地区８５０千円×３地区

（３）畜産産地再生支援事業

   畜産産出額の拡大及び雇用の創出を推進するため、企業誘致相談会の開催、企業

への訪問活動等により、畜産企業の進出を支援する。

（４）法人化・共同化農場増頭対策事業（新規） 

 法人化または作業共同化等により酪農生産基盤強化を図る経営体に乳用牛の導入

経費の補助を行い飼養頭数の増加を図る。 

（５）福島牛改良基盤再生事業（新規） 

最先端技術であるゲノミック評価を活用した種雄牛造成に取り組むことで、福島牛

の品質と生産性を向上させ、風評に負けないブランド力の強化を図る。 

３ 事業実施主体

  ２の（１） 福島県酪農青年研究連盟

  ２の（２） 農業者団体等

  ２の（３） 県

【平成30年3月30日現在】
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  ２の（４） 福島県酪農業協同組合、全国農業協同組合連合会福島県本部等 

  ２の（５） 公益社団法人全国和牛登録協会福島県支部

４ 予 算 額  ９９，３３５千円

５ 補 助 率  定額

６ 事業実施期間 ２の（１）      平成２９年度～平成３０年度

           ２の（２）      平成２９年度～平成３０年度

           ２の（３）      平成２９年度～平成３０年度

           ２の（４）      平成３０年度

           ２の（５）      平成３０年度～平成３２年度

【担当課：生産流通総室 畜産課 ０２４－５２１－７３６５】 

【平成30年3月30日現在】
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福島県営農再開支援事業（一部新規） 

１ 趣 旨 

原発事故により、農作物等の生産断念を余儀なくされた避難区域等においては、営

農再開に向けた環境が整っていないことから、農業者が帰還して、安心して営農再開

できることを目的として行う一連の取組を支援する。 

２ 事 業 内 容 

（１）除染後農地等の保全管理

原則、除染作業が完了した農地のうち、将来、営農が再開される見込みのある農地

であって、営農が再開されるまでの間、当該農地における除草等の保全管理、地力増

進作物の作付や肥料・土壌改良資材の施用等の土づくり、営農再開に必要不可欠な農

道及び用水路等の除草、清掃及び補修の取組を支援する。 

（２）鳥獣被害防止緊急対策 

避難地域等の営農再開に向けて阻害要因となる野生鳥獣対策のため、被害防止活動

の実施や被害防止施設の整備などの取組を支援する。 

（３）放れ畜対策 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０km圏内で放れ畜となった牛

等について、営農再開や帰還の支障となっているものの捕獲に向けた柵等の整備、捕

獲、マーキング等の作業等を実施する。 

（４）営農再開に向けた作付実証 

ア 稲の実証栽培 

平成３０年産稲の作付再開準備区域等において、区域内に農地を有する農家等が

帰還後に安心して水稲栽培を再開できる技術体系を実証する取組を支援する。 

イ 野菜等の出荷等制限解除 

避難指示解除準備区域等において、ホウレンソウ等の非結球性葉菜類、キャベツ

等の結球性葉菜類、ブロッコリー等のアブラナ科花蕾類、カブ等の出荷制限等の解

除に向けた実証栽培を行う。 

ウ 野菜、花き及び飼料作物の実証栽培 

避難指示解除準備区域等において、野菜、花き及び飼料作物の営農再開に向け、

収量・品質を確保する栽培管理等の手法を実施するための取組を支援する。 

エ 実証研究 

避難指示解除準備区域等において、農業者の営農再開に対する不安を払拭するこ

とで地域の営農再開等を進めるため、県が地域の協力のもと、営農再開を希望する

現地ほ場において、既存研究成果等を活用した実証栽培を行う。 

【平成30年3月30日現在】
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（５）避難からすぐ帰還しない農家の農地を管理耕作する者への支援 

避難指示の解除や除染の終了等により営農再開が可能となった農地のうち、避難か

らすぐに帰還しない農家の農地等を作業受託組織等が一時的に水稲、大豆、飼料作物

などを栽培して管理耕作する場合に必要な農業機械の導入等を支援する。 

（６）放射性物質の交差汚染防止対策 

放射性物質が付着した籾すり機等を使用することにより、農産物が放射性物質に汚

染されること防止するため、交差汚染防止対策の実施・指導に係る取組や籾すり機等

のとも洗いに係る経費を支援する。 

（７）新たな農業への転換支援 

土地利用型作物における大規模で効率的な生産体制構築のための大区画化・組織的

経営による営農再開の取組や園芸作物における新たな栽培方法・品目への転換による

営農再開の取組を支援する。 

（８）水稲の作付再開支援 

除染が終了した水田のうち、次年度に作付が再開される見込みの水田について、水

稲の作付再開に必要な耕盤再形成や均平化のための代かき、獣害により損傷を受けた

畦畔の修復に係る取組を支援する。 

（９）放射性物質の吸収抑制対策 

土壌等に蓄積した放射性物質の農作物への移行の低減を図るため、カリ質肥料等の

施用、低吸収品目・品種等への転換、果樹等の改植・剪定、反転耕・深耕の対策を支

援する。 

（10）放射性物質の吸収抑制対策の効果的な実施体制の整備 

放射性物質の吸収抑制対策等を効果的に実施するため、土壌・農産物等の分析、カ

リ散布状況等を記載した台帳の整備や現地調査の実施などの取組を支援する。 

（11）特認事業 

原子力発電所事故によって中止を余儀なくされた農産物生産の再開及び出荷制限等

の解除への取組を阻害する課題に迅速に対応するための取組を支援する。 

ア 営農再開に向けた復興組合支援 

復興組合等が営農再開に向けた農地の保全管理等の事業に取り組む際に必要とな

る経費を支援する。 

イ 稲作生産環境再生対策 

作付中止期間に獣害により損傷した畦畔等の修復や追加的に必要となった雑草等

の防除のほか、避難区域等以外の地域における交差汚染を防止するための籾すり機

等のとも洗いなどの取組を支援する。 

【平成30年3月30日現在】
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ウ 農業者の安全管理支援 

農業者が安心して営農できるよう、放射線に関する健康講座を開催し、農業者の

安全管理を支援する。 

エ 斑点米対策 

カメムシ類による斑点米の被害に対応するため、色彩選別機のリース経費を支援

する。 

オ 作付再開水田の漏水対策 

長期間にわたって水稲の作付を休止した水田における作付再開を円滑に推進する

ため、通常の営農活動に追加して行う漏水対策を支援する。 

カ 表土剥ぎによる除染後に客土した農地の地力回復対策 

除染特別地域で表土剥ぎによる除染を実施したほ場におけるたい肥等の調達経

費・散布経費等を支援する。 

キ 表土剥ぎによる除染後に客土した農地の深耕による早期営農再開支援 

除染特別地域で表土剥ぎによる除染を実施したほ場における大型機械による深耕

を行うための経費を支援する。 

ク 「タラノメ」生産再開支援 

避難地域等において管理を再開した「たらのき」園地における追加的防除及び改

植を支援する。 

ケ 地域営農再開ビジョン策定支援 

  避難指示区域等の営農再開に向けて、農業者の意向把握、担い手の再編、農地の

集積など地域営農の展望（ビジョン）を総合的に検討するための取組を支援する。 

コ 営農再開に向けた家畜の飼養実証 

  地域畜産の営農再開に向けて、安全な畜産物が生産出来ることを確認するための

乳牛及び肉用牛の飼養実証に必要な経費を支援する。 

サ 作付再開に伴う水稲苗の供給支援 

  米全量生産出荷管理等の対象区域において、水稲苗の育苗を他市町村で行う場

合、生産した苗の区域内への輸送に必要な掛かり増し経費を支援する。 

シ 避難指示解除区域における飼料生産供給対策 

  避難指示解除区域で除染後農地を活用した飼料作物の作付と、生産された飼料の

県内流通に必要な供給体制の整備、飼料分析等を支援する。 

ス 除染後牧草の品質・生産性回復対策 

  原発事故後に除染と吸収抑制対策（カリ質肥料の散布）を実施した牧草地を対象

として、土壌分析結果に基づく苦土石灰の施用を支援する。 

セ 有害鳥獣生息状況調査に基づく被害防止対策パッケージ実施支援 

県が市町村と連携し、イノシシ、ニホンザル等の生息状況等の把握などにより、

対象地域内の状況を踏まえた総合的な対策を講じる体制整備を支援する。 

  ソ 地域課題解決展示ほによる営農再開支援 

    避難指示解除区域において、県機関が展示ほを設置するとともに、現地検討会等
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を通じて、地域農業が抱える課題解決を支援する。 

  タ （新）集落等単位で農地を作付管理する地域への支援 

    集落ぐるみでの地域営農の再構築を図るため、実践モデルほ場の設置や農業用機

械のリース導入、農地の作付管理等を支援する。 

３ 事業実施主体

２の（１）、（５）、（６）、（７）、（８）、（９） 市町村、農業協同組合、農業者団体等 

２の（２）  市町村、協議会等 

２の（３）  県 

２の（４）のイ、エ  県 

２の（４）のア、ウ  市町村、農業協同組合、農業者団体等 

２の（10）  県、市町村、農業協同組合等 

２の（11）のア、エ、シ  農業協同組合、農業者団体等 

２の（11）のイ、オ、カ、キ、ク、コ、ス  市町村､農業協同組合､農業者団体等 

２の（11）のウ、セ、ソ  県 

２の（11）のケ  市町村 

２の（11）のサ  市町村、農業協同組合等 

２の（11）のタ  農業者団体等 

４ 予 算 額   ５，８３８，１１９千円 

５ 補 助 率   定額、１／２以内等 

６ 事業実施期間   平成２４年度～平成３２年度 

担当課：農業支援総室 農業振興課 ０２４－５２１－７３４４ 

農業担い手課 ０２４－５２１－７３８１ 

環境保全農業課 ０２４－５２１－７４５３ 

生産流通総室  水田畑作課 ０２４－５２１－７３６０ 

園芸課 ０２４－５２１－７３５７ 

畜産課 ０２４－５２１－７３６６ 

【平成30年3月30日現在】
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原子力被災１２市町村農業者支援事業（継続） 

１ 趣    旨 

原子力被災１２市町村（田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村）において、営農再開等を行う場合に

必要な農業用機械、施設、家畜等の導入を支援する。 

２ 事 業 内 容 

 原子力被災１２市町村において、事業実施主体が営農再開等を行う場合、以下の取組

に必要な経費について助成する。 

（１）農業用機械等の導入 

   農作物の生産、流通、販売に必要な機械の導入に要する経費。 

（２）農業用施設整備・撤去 

   農作物の生産に必要な施設の整備・撤去に要する経費。 

（３）果樹の新植・改植、花き等の種苗等の導入 

（４）家畜の導入 

   家畜（肉専用繁殖雌牛、搾乳用雌牛、純粋種豚、繁殖用雌豚）の導入に必要な経費。 

３ 事業実施主体   被災１２市町村において、営農再開や規模拡大、新規作物の導入 

等を行う農業者等（農業者、集落営農組織、農業法人等） 

４ 予 算 額   ２，６２１，６１６千円

５ 補 助 率   ３／４以内 

           ※果樹の改植、家畜の導入には補助金額の上限あり。 

６ 補助対象経費の上限額 原則として、１，０００万円 

           ただし、市町村が特に認める場合の上限額は３，０００万円 

７ 事業実施期間   平成２８年度～平成３２年度 

                       【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３４４】 

【平成30年3月30日現在】
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放射性物質除去・低減技術開発事業（継続） 

１ 趣 旨 

安全・安心な農林水産物の生産に向けて、放射性物質の除去・低減等の技術開発を行

う。 

２ 事 業 内 容 

（１）農業における放射性物質の分布状況把握と除去・低減技術の確立（70,385千円） 

放射性物質の分布状況及び動態を明らかにするとともに、地域の課題に応じた農産

物からの放射性物質の除去・低減技術、土壌改良資材等を用いた放射性物質の吸収抑

制技術を開発する。 

（２）放射性物質が森林・林産物に与える影響の解明と対策技術の確立（35,884千円） 

森林内における放射性物質の動態把握や放射線量低減技術を開発する。また、林産

物及び特用林産物への影響の把握と汚染低減技術を開発する。 

（３）放射性物質が海面及び内水面漁業に与える影響把握（71,550千円） 

海洋生物及び内水面魚類における放射性物質の移行、蓄積部位や蓄積・排出の過程

を解明する。また、加工処理による低減技術の開発、海底土壌中の放射性物質の動態

調査に取り組む。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １７７，８１９千円 

５ 事業実施期間   平成２３年度～平成３０年度 

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３６】  

【平成30年3月30日現在】
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水田営農再開緊急支援推進事業（新規） 

１ 趣    旨  

営農再開が進んでいない地域の水田営農の再開を加速化させるため、農業者の営農再

開の意欲とも合致する飼料用米の導入を進め、試験研究機関による技術的支援と原子力

被災１２市町村農業者支援事業によるハード整備、経営の複合化のための地域における

推進体制を構築する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 飼料用米導入研究事業

   浜通り地方に適した多収品種の特性把握と選抜を行うとともに品種を使い分け

した栽培マニュアルを策定し、農業者へ提供する。 

（２） 飼料用米との複合経営支援事業 

    主食用米と飼料用米との複合経営を拡大し、水田フル活用を図るため、飼料用米

の取組が盛んな浜通り地方を広域にカバーする推進協議会の設置運営と、地域の実

情に応じた多収・低コスト栽培生産技術を確立する。 

３ 事業実施主体   県、市町村、地域農業再生協議会 

４ 予 算 額   ４，２６６千円

５ 補 助 率   定額 

６ 事業実施期間   平成３０年度～平成３１年度 

【担当課：生産流通総室水田畑作課 ０２４－５２１－７３６０】  

【平成30年3月30日現在】
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被災地域農業復興総合支援事業（継続） 

〈福島再生加速化交付金〉

１ 趣 旨 

原子力災害により被災した地域において、農業の復興のため、様々な農業用施設等を

一体的に整備する必要がある。 

このため、市町村が実施する農業用施設の整備及び農業用機械の導入を総合的に支援

し、地域の意欲ある多様な経営体の育成・確保及び早期の営農再開を図る。 

２ 事 業 内 容 

被災市町村が被災農業者等への貸与を目的に、農業用施設・機械を整備する経費につ

いて補助する。 

〈交付対象〉 

・生産、加工、流通、販売に必要なハウス、水耕栽培施設、育苗施設、 

乾燥調製貯蔵施設、処理加工施設、集出荷施設等の農業用施設 

・トラクター、田植機、コンバイン等の農業用機械 

※農業用機械施設補助の整理合理化通知は適応されない。 

３ 事業実施主体

原子力災害により被災した市町村（１２市町村） 

４ 予 算 額   ８，７３４，８７８千円 

５ 補 助 率   ３／４以内  

（別途、特別交付税措置予定） 

６ 事業実施期間   平成２５年度～平成３２年 

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３４４】  

【平成30年3月30日現在】
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農業系汚染廃棄物処理事業（継続） 

１ 趣 旨 

農林業系汚染廃棄物の適切な処理や一時保管場所の巡回・モニタリング、修繕など、 

適正かつ安全な保管状態 を維持するために必要な経費及び一時保管場所に使用した農 

地の営農再開に向け、保管に要した資材の処分や農地の再整備等の原状回復を支援する。 

２ 事 業 内 容 

対象とする取組 

ア 巡回・モニタリング 

一時保管している農業系汚染廃棄物を、巡回して空間線量の測定を行うことによ

り適正管理を維持する。 

イ 修繕等 

一時保管している農業系汚染廃棄物に破損等が発見された場合、速やかに修繕

を行うことにより適正管理を維持する。 

ウ 一時保管場所に使用した農地の原状回復 

農林業系汚染廃棄物が処理された後、一時保管に使用した農地の営農再開に向け、

保管に要した資材の処分や農地の再整備等の原状回復を行う。 

エ 農林業系廃棄物の一時保管・処分 

    放射性物質に汚染され、利用が困難となった農林産物、その副産物及び農業生産

資材の一時保管・処分を行う。 

３ 事業実施主体   市町村、民間団体 

４ 予 算 額   ４０３，４０８千円 

５ 補 助 率   定額（１０／１０） 

６ 事業実施期間   平成２３年度～平成３２年度 

【担当課：農業支援総室環境保全農業課 ０２４－５２１－７４５３】 

【平成30年3月30日現在】
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農家経営安定資金融通対策事業（継続） 

１ 趣 旨 

災害、営農のため生じた負債の解消や農業経営の規模拡大等のために農業者等が必要

とする長期・低利の資金を円滑に融通するため、当該資金を融通した農協等融資機関に

対し利子補給を行い、農家経営の自立及び安定化を図る。 

特に、東日本大震災及び原発事故により農業経営に影響を受けた農業者等には、東日

本大震災農業経営対策特別資金を融通し、農業経営の維持安定や営農再開を支援する。

２ 事 業 内 容 

農家経営安定資金に係る利子の一部について、利子補給を行う（平成３０年度融資枠

６億２千６百万円）。 

（１）東日本大震災農業経営対策特別資金（融資枠５億円） 

 原発事故対策緊急支援資金 

平成２３年３月に発生した原発事故により農業経営に影響を受けている農業者等

に融通する資金 

ア 貸 付 限 度 額  １，０００万円（法人・団体 １，２００万円） 

イ 貸 付 利 率  ４月１日時点で固定（農協取扱いにあっては無利子） 

ウ 償還（うち据置）期間  １０年（３年）以内 

（２）一般資金（小災害資金（一般）、負債整理資金、農業経営高度化資金、中山間地域経

営維持資金）、経営支援資金、青年農業者育成資金（融資枠１億２千６百万円） 

３ 事業実施主体   農業協同組合等（融資機関） 

４ 予 算 額   ２６，３１８千円 

５ 利子補給率

（１）東日本大震災農業経営大対策特別資金 

４月１日時点で固定 

（２）一般資金 

金融情勢により変動 

６ 事業実施期間   昭和５０年度～平成３２年度 

【担当課：農業支援総室農業経済課 ０２４－５２１－７３４９】 

【平成30年3月30日現在】
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農業近代化資金融通対策事業（一部新規） 

１ 趣 旨 

意欲と能力をもって農業経営を営む者等に対し、農業経営の展開を図るために必要な

長期・低利の資金を円滑に融通するため、当該資金を融通した農協等融資機関に対し利

子補給を行い、農業担い手の経営規模拡大等を支援し、農業経営の近代化に資する。 

また、平成２３年３月に発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故により、農業

経営に影響を受けている農業者等が必要とする資金を円滑に融通するため、当該資金を

融通した農協等融資機関に対し利子補給を行うとともに、福島県農業信用基金協会の債

務保証にかかる保証料の一部を補助し、資金を借入れる際の負担を軽減することで、営

農再開した被災農業者の営農継続を支援し、本県農業の更なる復興を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１）一般資金 

ア 利子補給事業 

（ア） 融 資 枠 １３億円 

（イ） 貸付対象者 

・ 認定農業者 

・ 認定新規就農者 

・ 一定の要件を満たす農業者（法人、集落営農組織を含む。） 

・ 農業参入法人（経営開始後決算を２期終えていないものに限る。） 

・ 一定の要件を満たす任意団体                 など 

（ウ） 貸付利率 金利情勢により変動 

（エ） 貸付限度額 

・個 人 １，８００万円（知事特認 ２億円） 

・法人・団体 ２億円 

・農業参入法人 １億５千万円 

（２）（新）復興 

ア 利子補給事業 

（ア） 融 資 枠 ３億６千万円 

（イ） 貸付対象者（一般資金貸付対象者のうち） 

 原発事故の被災１２市町村の農業者で、営農を再開し２年を経過した者等 

（ウ） 貸付利率  一般資金に同じ 

（エ） 貸付限度額 一般資金に同じ 

イ 保証料補助事業 

（ア） 補助対象 借受者が福島県農業信用基金協会に支払う債務保証にかかる保証

料の補助 

（イ） 補助条件 一括前取方式を選択する場合 

【平成30年3月30日現在】
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３ 事業実施主体 

（１）一般資金 農業協同組合等（融資機関） 

（２）復  興 農業協同組合等（融資機関）、福島県農業信用基金協会 

４ 予 算 額

（１）一般資金 ４０，４４０千円 

（２）復  興 ７，９７１千円 

５ 利子補給率等 

（１）一般資金 

   利子補給率 １．３０％（金融情勢により変動）  

（２） 復  興 

ア 利子補給率     一般資金に同じ 

  イ 保証料への補助率  借受者が支払う保証料の１／２ 

６ 事業実施期間 

（１）一般資金 昭和３７年度～平成３２年度 

（２）復  興 平成３０年度～平成３２年度 

【担当課：農業支援総室農業経済課 ０２４－５２１－７３４９】 

【平成30年3月30日現在】
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東日本大震災農業生産対策事業（継続）

１ 趣 旨

  東日本大震災により被害を受けた農業用施設や営農用資機械等の復旧、並びに生

産資材等の購入経費への助成を通じて被災地域の農業の復興を図る。  

２ 事 業 内 容

（１）生産関連施設の再編整備 

（２）リース方式による農業機械等の導入 

（３）生産資材の共同調達 

（４）農地生産性回復に向けた取組 等 

３ 事業実施主体   市町村、農業団体、営農集団、農業生産法人 等 

４ 予  算   額   ８４，９３１千円 

５ 補 助 率           82.5／100 以内（国１／２以内、県 32.5／100 以内）、定額 

６ 事業実施期間   平成２３年度～平成３０年度 

【担当課：生産流通総室園芸課 ０２４－５２１－７３５５】 

【平成30年3月30日現在】
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東日本大震災畜産振興対策事業（継続）

１ 趣   旨

  東日本大震災及び原発事故から、畜産の早期復旧・復興を図るため、生産力回復に

資する施設整備や家畜導入、自給飼料生産組織の高度化に必要な機械の導入等に対して

支援する。

２ 事業内容

(1) 東日本大震災畜産振興対策整備事業
  ア 生産関連施設整備

    家畜飼養管理施設

(2) 東日本大震災畜産振興対策推進事業

  ア リース方式による農業機械等の導入

  イ 自給飼料生産・調製再編支援

  ウ 家畜改良体制再構築支援

３ 事業実施主体  市町村、農業協同組合、営農集団、農地所有適格法人等

４ 予 算 額  ４，３６２，５５０千円

５ 補 助 率  ８２．５／１００以内（国１／２以内、県３２．５／１００以内）、

定額

６ 事業実施期間 平成２３年度～平成３０年度

【担当課：生産流通総室 畜産課０２４－５２１－７３６６】 

【平成30年3月30日現在】
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経営構造改善事業（継続） 

１ 趣 旨 

東日本大震災により、本県水産業において重要な役割を果たしてきた水産業共同利用

施設（市場、荷さばき施設、加工施設、冷凍冷蔵施設等）が甚大な被害を受けたことか

ら、水産業の早期復興を図るため、施設等の整備を支援する。また、相馬市岩子地区に

おいて、東日本大震災により被災し、沈下した浸水防護施設の整備を代行工事により支

援する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 水産業共同利用施設復旧整備事業 

東日本大震災により被災した漁協、水産加工協等が所有する共同利用施設等の整

備を支援する。 

（２） 漁業集落防災機能強化事業 

相馬市岩子地区における浸水防護施設整備を相馬市に代わり工事を行う。 

３ 事業実施主体   （１） 漁業協同組合、水産加工業協同組合等

（２） 県 

４ 予 算 額   ５９４，４７９千円 

５ 補 助 率   （１) ５／６以内 

（２) － 

６ 事業実施期間   平成２３年度～平成３２年度 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７６】  

【平成30年3月30日現在】
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漁場復旧対策支援事業（継続） 

１ 趣 旨 

東日本大震災によって、多くの建物等の破片が漁場に堆積し、漁業生産活動が困難と

なっている。このため、漁場生産力の回復のために、堆積物等の回収等を行う漁業者を

支援するとともに、漁業者による対応が困難な漁場について、県が回収を行う。 

２ 事 業 内 容 

（１） 漁場生産力回復支援事業 

漁場には未だに建物等の破片の流入が続いているため、漁場から堆積物等の回収

を行う漁業者グループを支援する。 

（２） 漁場堆積物除去事業 

漁場に堆積した建物の破片等の回収を実施する。 

３ 事業実施主体   （１） 福島県漁業協同組合連合会 

（２） 県 

４ 予 算 額   ４６０，９９２千円 

５ 補 助 率   （１） １０／１０以内 

（２） － 

６ 事業実施期間   平成２３年度～平成３２年度 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７９】  

【平成30年3月30日現在】

-24-



共同利用漁船等復旧支援対策事業（継続） 

１ 趣 旨 

東北地方太平洋沖地震及びこれにより発生した津波により、漁業生産の根幹である漁

船・漁具の多数が甚大な被害を受け、漁業生産活動の継続が困難な状況となった。その

ため、漁業協同組合等が組合員の共同利用に供する漁船の建造、中古船の購入及び漁具

の購入を行う取組を支援することで、早急な漁業生産活動の継続・再開を押し進める。 

２ 事 業 内 容 

漁業協同組合等が、東北地方太平洋沖地震及びこれにより発生した津波により漁船・

漁具を失った組合員のため、共同利用やリースにより使用することを目的として行う漁

船の建造、中古船の購入及び漁具の購入に必要な経費に対して補助を行う。 

３ 事業実施主体   漁業協同組合等 

４ 予 算 額   ８８０，８５６千円 

５ 補 助 率   ７／９以内 

６ 事業実施期間   平成２３年度～平成３０年度 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７９】  

【平成30年3月30日現在】
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水産物流通対策事業（継続） 

１ 趣 旨 

東日本大震災により、流通加工業者が加工原材料を調達していた地域の漁港等が甚大

な被害を受けたことから、被災漁港の水揚げが本格的に再開するまで加工原材料を遠隔

地から確保する必要がある。このため、遠隔地からの運搬料や、被災地域の漁協、流通

加工業者等が地域復興のために使用する流通デザインの包資材や販促用資材等にかかる

経費等を支援する。 

２ 事 業 内 容 

漁協や水産加工協等が遠隔地から原料を確保するための経費（運搬料）等に対して支

援する。 

３ 事業実施主体   福島県漁業協同組合連合会、漁業協同組合、水産加工業協同組合

等 

４ 予 算 額   ３４，０００千円 

５ 補 助 率   １／２以内 

６ 事業実施期間   平成２３年度～平成３０年度 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７６】  

【平成30年3月30日現在】
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東日本大震災漁業経営対策特別資金貸付事業（継続） 

１ 趣 旨 

東日本大震災及び東京電力（株）福島第一原子力発電所事故によって漁業者や水産加

工業者による水産業活動は甚大な被害を受けた。このため、被災漁業者や被災水産加工

業者に対し、緊急に必要な設備や経営のための資金融通を支援し、漁業・水産加工業の

継続・再開の推進を図る。 

２ 事 業 内 容 

東日本大震災及び東京電力（株）福島第一原子力発電所事故による被害を受けた漁業

者、水産加工業者に対する漁具・設備などの購入資金、経営維持に必要な資金を円滑に

融通するため福島県信用漁業協同組合連合会に資金預託を行う。さらに、福島県漁業協

同組合連合会、農林中央金庫と協調して利子補給を行い、無利子で貸付を行う。 

３ 事業実施主体   福島県信用漁業協同組合連合会 

４ 予 算 額   １０１，３５３千円 

５ 補 助 率   利子補給率 年０．５％ 

６ 事業実施期間   平成２３年度～平成３２年度 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７９】  

【平成30年3月30日現在】
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水産種苗研究・生産施設復旧事業（継続） 

１ 趣 旨 

水産資源を造成していく栽培漁業は水産業の振興にとって重要である。本県水産業の

復興を推進させるため、東日本大震災により被災したヒラメ・アワビ・アユ等の種苗研

究と生産施設の復旧を図る。 

２ 事 業 内 容 

平成３０年度は、取水施設のほか管理棟、魚類棟などの研究施設、ヒラメ・アワビ・

アユ等の生産施設の建設工事を進める。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １，０９３，２８２千円 

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２５年度～平成３０年度 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７８】  

【平成30年3月30日現在】
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水産試験研究拠点整備事業（継続） 

１ 趣 旨 

原子力災害により壊滅的な被害を受けた本県水産業の復興には、原子力災害に起因す

る課題の解決を図ることが不可欠であるため、新たな研究課題への対応を行う水産試験

場の機能強化を目的とした施設等を整備する。 

２ 事 業 内 容 

新施設の建設工事等を実施する。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ９４４，４３１千円 

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３１年度 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７６】  

【平成30年3月30日現在】
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漁業担い手「心のふれあい」促進事業（継続） 

１ 趣 旨 

原子力災害の影響で沿岸漁業の操業自粛が長期化し、漁労技術の円滑な継承、被災漁

業地域内の活力が停滞していることから、漁労技術の習得研修などの世代間交流を通じ

て、担い手を中心とした被災地域における復興への活力アップを支援する。 

２ 事 業 内 容 

（１） ふるさとの漁業伝承事業 

沿岸漁業の漁法を継承するために、被災漁業者を講師とした漁労技術習得の研修

会の実施に対して補助金を交付する。 

（２） 漁業を通じた世代間交流活性化事業 

被災した漁業者が、地元小学生等と共に漁船へ乗り込み、漁業の魅力を伝える活

動や、地元加工業者等と連携して調理実習、試食並びに講演等を行い、ふるさとで

営まれていた漁業を通じた交流機会の創出に対して補助金を交付する。 

（３） コーディネーター配置事業 

（１）、（２）の取組において、関連事務や参画者・関係者間の調整業務を行うコ

ーディネーターを配置するための経費に対して補助金を交付する。 

３ 事業実施主体   （１） 漁協、県漁連 

（２） 漁協、県漁連、漁業者団体 

（３） 漁協、県漁連 

４ 予 算 額   １５，０００千円 

５ 補 助 率   定額 

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３０年度 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７６】  

【平成30年3月30日現在】

-30-



復興基盤実施計画（継続） 

１ 趣    旨 

東日本大震災及び原子力災害により被害を受けた地域について、農地・農業用施設等

の整備を総合的に実施することができる「福島再生加速化交付金」の実施に向けた調査

計画業務を行う。 

２ 事 業 内 容 

（１） 各事業に係る事業計画策定業務 

当該計画作成の対象地区について、整備の基本方針、整備の内容、費用の総額、

効果算定等を定める。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １８２，０００千円

５ 補 助 率   定額（１０／１０） 

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３１年度 

【担当課：農村整備総室農村計画課 ０２４－５２１－７４０６】  

【平成30年3月30日現在】
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海岸災害復旧事業（県営・過年災）（継続） 

１ 趣    旨  

異常な天然現象（暴風、高潮、地震、津波、その他）により被災した海岸保全施設（堤

防、消波堤等）について、速やかに復旧し、背後農地を保全する。 

２ 事 業 内 容 

被災した海岸保全施設の速やかな復旧を図る。 

（１） 事業採択の条件 

ア 事業費 １か所の工事費が１２０万円以上 

イ 異常な天然現象の条件 

（ア）最大風速（１０分間の平均風速の最大値）が１５ｍ以上 

（イ）暴風若しくはその余波による異常な高潮若しくは波浪（うねりを含む） 

又は津波により発生した災害で、被災の程度が比較的大と認められるもの 

（２） 採択する工種 

堤防工、護岸工、消波堤、その他海岸を防護するための施設 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １，２４０，３７７千円

５ 負 担 率 

（１） 国負担率 ２／３ 

    国負担率は基本負担率であり、地方公共団体の標準税収入と事業費総額とを比較

し、その割合に応じて嵩上げがある。 

また、激甚災害に指定された場合、激甚法による嵩上げが適用される。 

（２） 県負担率 １／３ 

６ 事業実施期間   災害が発生した年を含め原則３年間 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１２】  

【平成30年3月30日現在】
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耕地災害復旧事業（県営・過年災）（継続） 

１ 趣    旨  

異常な天然現象（降雨、洪水、暴風、高潮、地すべり、地震、低温、その他）により

被災した農地、農業用施設を復旧し、生産基盤の回復を図る。 

２ 事 業 内 容 

被災した農地、農業用施設の速やかな復旧を図る。 

（１） 事業採択の条件 

ア 事業費の最低基準 

１か所の工事費が４０万円以上 

イ 対象施設 

  国営または県営で造成され、復旧工事に高度な技術を要する施設 

  または、事業費が概ね５０，０００千円以上の施設 

  ウ 異常な天然現象の条件 

    降雨の場合：最大２４時間雨量が８０mm以上、最大時間雨量が２０mm以上 

（２） 採択する工種 

ア 農地 

田、畑 

イ 農業用施設（関係受益戸数２戸以上） 

水路、道路、頭首工、ため池、橋梁、揚水機、堤防、農地保全施設 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １，５１９，２５０千円

５ 補 助 率 

（１） 国庫補助率 

農地：５０％、農業用施設：６５％ 

国庫補助率は、基本補助率であり、補助率増高制度による嵩上げがある。 

また、激甚災害に指定された場合、激甚法による補助率の嵩上げが適用される。 

（２） 県補助率（県営事業として実施する場合） 

    農地：国庫補助残の３５／５０、農業用施設：国庫補助残の２５／３５ 

６ 事業実施期間   災害が発生した年を含め原則３年間 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１２】  

【平成30年3月30日現在】
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災害調査事業（継続） 

１ 趣    旨 

農地、農業用施設、海岸保全施設及び地すべり防止施設の被害発生地区のうち、県営災

害復旧事業を対象として、災害査定申請を早急かつ円滑に執行すべく、耕地災害、海岸及

び地すべり防止施設災害の調査等を実施する。 

２ 事 業 内 容 

農地、農業用施設、海岸保全施設、地すべり防止施設の被害発生地区のうち、県営災害

復旧事業について災害調査等を行う。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ２３１，７５０千円

５ 補 助 率   １０／１０ 

６ 事業実施期間   平成３０年度 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１２】  

【平成30年3月30日現在】
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復興基盤総合整備事業（継続）

１ 趣 旨 

津波により被災した地域と避難地域１２市町村における農業の速やかな復興・再生の

ため、農地・農業用施設の整備を総合的に実施することにより、東日本大震災からの復

興を円滑かつ迅速に推進し、安全で安心して暮らせる地域の再生を図る。 

２ 事 業 内 容

（１） 農地整備事業（経営体育成型） 

（２） 農地防災事業（湛水防除事業・農村地域環境保全整備事業） 

（３） 水利施設整備事業（基幹水利施設保全型） 

（４） 基盤整備促進事業 

（５） 中山間地域総合整備事業 

３ 事業実施主体   県、市町村 

４ 予 算 額   ９,１３３,９１９千円 

５ 補 助 率

２の（１）  一 般 地 域：国 ７５％、  県 １３.７５％ 等 

中山間地域等：国 ７７.５％ 県 １３.７５％ 等 

（ハード事業） 

  ２の（２）          国 ７５％、  県 １８.５％ 等 

  ２の（３）          国 ７５％、  県 １２.５％ 

  ２の（４）          国 ７７.５％、県 １６.２５％ 

２の（５）          国 ７７.５％、県 １５.０％ 

６ 事業実施期間   平成２４年度～平成３２年度 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１０】  

【平成30年3月30日現在】
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復興再生基盤整備事業（継続） 

１ 趣    旨 

東日本大震災による原子力災害から福島の農業を速やかに再生するため、原子力災害

を受けた地域の農地、農業用施設及び集落道等の整備を一体的かつ迅速に実施する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 農地整備事業 

（２） 水利施設整備事業 

（３） 農地防災事業 

（４） 中山間地域総合整備事業 

３ 事業実施主体  県、市町村 

４ 予 算 額   ７，１１２，２４４千円

５ 補 助 率   ２の（１）一般地域 

               （ハード）国１／２、県１／４～１１／３０ 

               （ソフト）国５０％、県５０％～１０．５％ 

           ２の（１）中山間地域等 

               （ハード）国５５％、県２７．５％～３０％ 

               （ソフト）国５５％、県４５％ 

           ２の（２）    国５０％、県２５％ 

           ２の（３）小規模 国５０％、県２８％～３７％ 

           ２の（３）大規模 国５５％、県２８％ 

           ２の（４）    国５５％、県３０％ 

           ※県補助率は事業メニューにより異なります。 

            詳しくは担当課にお問い合わせください。 

６ 事業実施期間   平成２５年度～平成３２年度 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１０】  

【平成30年3月30日現在】
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ため池等放射性物質対策事業（継続） 

１ 趣    旨  

平成２５年度末に創設された福島再生加速化交付金により、ため池等の放射性物質は

除去等の本格的対策が実施できることとなり、平成２６年度末に農林水産省が中心とな

って、｢ため池の放射性物質対策技術マニュアル｣（｢技術マニュアル｣）を作成しており、

県の技術実証の成果が盛り込まれた。 

県は技術マニュアルに基づいた対策を着実に推進するため、各ため池等の放射性物質

対策の必要性を判断するモニタリング調査や円滑に対策工を実施出来るよう県営ため

池放射性物質対策モデル事業を実施することで、市町村の対策取組を支援していく。 

２ 事 業 内 容 

（１） ダム・ため池のモニタリング調査 

市町村がため池等放射性物質対策への取組を判断できるよう、ダム・ため池にお

ける底質および貯留水の放射性物質濃度等を把握するためにモニタリング調査を行

う。 

（２） 県営ため池放射性物質対策モデル事業 

県はこれまで確立してきた対策技術等の知見を生かし、ため池放射性物質対策の

先進事例となるモデル事業を市町村に先駆けて実施し、更に技術講習会等を通じ市

町村に対し実施設計及び工事の事例を示し、対策の加速的な促進を図る。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ７７８，０００千円

５ 補 助 率   （１） 国 １０／１０ 

           （２） 国 ７．５／１０  県 ２．５／１０ 

６ 事業実施期間   （１） 平成２７年度～平成３２年度 

           （２） 平成２８年度～平成３２年度 

【担当課：農村整備総室農地管理課 ０２４－５２１－７４１９】  

【平成30年3月30日現在】
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安全なきのこ原木等供給支援事業（継続） 

１ 趣 旨 

放射性物質による森林汚染が、きのこ原木等の需給に影響を及ぼしており、きのこ原

木等の価格が高騰している。 

このため、きのこ生産者の生産資材導入に係る負担軽減を図る取組を行う団体に対し

支援する。 

２ 事 業 内 容 

きのこ生産者のきのこ原木等生産資材導入に要する経費の負担軽減を図る取組につ

いて補助する。 

３ 事業実施主体   農業協同組合、森林組合、 

（公社）福島県森林・林業・緑化協会 等 

４ 予 算 額   ２６０，９２９千円 

５ 補 助 率   震災前購入にかかる経費（消費税を除く）の１／２以内 

６ 事業実施期間   平成２３年度～平成３２年度 

【担当課：森林林業総室林業振興課 ０２４－５２１－７４３２】  

【平成30年3月30日現在】
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放射性物質被害林産物処理支援事業（継続） 

１ 趣 旨 

木材加工の工程で発生する樹皮（バーク）は、放射性物質の影響により製材工場やチ

ップ工場等に滞留しており、工場の操業に支障をきたしている。 

そこで、滞留している樹皮の処理にかかる費用を支援することにより、速やかに処理

を進め、製材工場等の操業を継続させ、本県林業・木材産業の復興を図る。 

２ 事 業 内 容 

放射性物質に汚染された樹皮の処理を促進するため、産業廃棄物処理等に要する費用

等を支援する。 

３ 事業実施主体   福島県木材協同組合連合会  

４ 予 算 額   ６９８，８００千円 

５ 補 助 率   定額（１０／１０以内） 

６ 事業実施期間   平成２５年度～平成３２年度 

【担当課：森林林業総室林業振興課 ０２４－５２１－７４３２】  

【平成30年3月30日現在】
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森林活用新技術実証事業（継続） 

１ 趣 旨 

県産材の利用を促進するため、放射性物質の影響への対処に係る実証を行う。また、

きのこ栽培の再生を図るため、露地栽培技術等の実証を行う。 

２ 事 業 内 容 

（１） 原木しいたけ露地栽培実証事業 

中浜通りの出荷制限地域を中心に、露地栽培をめざす生産者のほだ場において、今

後の出荷制限の解除や再生産に向けた実証試験を実施する。 

（２）広葉樹安定供給調査事業 

   コナラ等広葉樹の安定供給を図るため、非破壊検査機器を利用した各地域の原木汚

染状況を調査し、広葉樹の林分毎の供給可能量を推定する。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ３３，８１６千円 

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３２年度 

【担当課：森林林業総室林業振興課 ０２４－５２１－７４３２】  

【平成30年3月30日現在】
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農林水産物等緊急時モニタリング事業（継続） 

１ 趣 旨 

本県産の農林水産物等の安全性を確保するため、緊急時モニタリング検査を実施する

とともに、その結果を消費者や生産者、流通業者等に迅速に公表する。 

２ 事 業 内 容 

本県産の農林水産物等（穀類、野菜、果実、原乳、肉類、鶏卵、山菜、きのこ、水産

物、飼料作物等）のモニタリング検査を実施し、迅速に公表する。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ３９０,６２６千円

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２５年度～平成３２年度 

【担当課：農業支援総室環境保全農業課 ０２４－５２１－７３４２】 

【平成30年3月30日現在】

-41-



ふくしまの恵み安全・安心推進事業（継続） 

１ 趣 旨 

県産農林水産物の安全性確保と消費者の信頼回復を図るため、産地における放射性物

質検査体制の強化を支援するとともに、検査結果や産地の取組の消費段階での見える化

を進める農産物安全管理システムを構築・運用する。 

２ 事 業 内 容 

（１）安全管理システム緊急強化対策事業 

産地の放射性物質検査体制の強化を支援し、検査結果等の見える化を推進する。 

ア 県協議会の設置・運営 

イ 産地支援活動 

（２）安全管理システム地区推進事業 

産地における分析機器等の整備を支援する。 

ア 検査機器等整備：ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞｱ式米検査器、簡易分析装置（未整備地区等） 

イ 検査施設整備拡充：検査器設置場所のﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ線量低減対策（未整備地区等） 

ウ 地域協議会の設置と運営 

エ 最終流通段階における検査結果等の表示推進：精米ラベルの貼付推進等 

オ 検査機器の点検：ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞｱ式米検査器、簡易分析装置の点検整備 

（３）安全・安心見える化対策事業 

放射性物質検査結果や農林水産物の安全を確保する取組等の情報を消費者に提供す

るため、農林水産物安全管理システム等の構築を進めるとともに、ホームページ等に

より情報を発信する取組を支援する。 

ア 安全管理基本システムの構築と管理運営 

イ 見える化整備（産地）：システム関連機器整備（未整備地区等）、 

 システム運営及び検査人員配置 

（４）海の恵み安全・安心推進事業 

試験操業の拡大と早期の漁業再開を図るため、産地が行う放射性物質検査を支援す

る（検査人員配置、検査機器の点検等）。 

３ 事業実施主体   ２の（１）のア、（２）のエ、（３）のア 県協議会 

２の（１）のイ 県 

２の（２）のア、イ、ウ、オ、（３）のイ 地域協議会等 

２の（４） 県漁連等 

４ 予 算 額   １，０５１，５４４千円 

５ 補 助 率   ２の（１）のア 定額 

その他 １０／１０以内 

６ 事業実施期間   平成２４年度～平成３２年度 

担当課：農業支援総室環境保全農業課０２４－５２１－７３４２、生産流通総室農産物流通課、 

水田畑作課、園芸課、水産課、森林林業総室林業振興課 

【平成30年3月30日現在】
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環境にやさしい農業拡大推進事業（継続） 

１ 趣 旨 

本県産農産物のイメージアップと風評払拭を効果的に進めるため、東京オリンピッ

ク・パラリンピックの開催に伴い、需要が拡大する有機農産物等の生産・流通体制を整

備し、付加価値の高い有機農産物の供給拡大を進める。 

２ 事 業 内 容 

（１） 有機ＪＡＳ認証拡大支援事業 

  ア 有機ＪＡＳ認証取得支援事業

    有機ＪＡＳ認証を取得する農業者を支援する。 

  イ 有機ＪＡＳ認定（小分）取得支援 

    有機農産物を扱う事業者の有機ＪＡＳ（小分）認証の新規認定取得を支援する。 

（２） 環境にやさしい農産物供給体制の整備

有機農産物の生産規模や品目の拡大、出荷の安定化に向け有機農業者等が共同で

利用する施設・機械の導入経費を支援する。 

（３） 有機・エコ農産物の消費流通拡大支援事業 

    有機農産物の消費拡大に向けた啓発活動や有機農産物の新たな販売拡大を支援す

るため実需者向けの産地見学会や商談会を開催する。 

（４） 有機農業技術研究開発 

    有機農産物の放射性物質リスク軽減や、機能性の高い有機農産物の開発と安定生

産に向けた技術を開発する。 

（５） 新たに開発された技術等の実証・普及展示 

    県内に実証展示ほを設け、有機農業技術や有機農産物の生産拡大に寄与する技術

を地域農業者へ普及定着を図る。

３ 事業実施主体   ２の（１）のア、 農業者(法人、組織含)、イ、民間事業者 

２の（２） 農業者組織（農業者等２名以上） 

２の（３）（４）（５） 県 

４ 予 算 額   ４８，８５４千円 

５ 補 助 率   ２の（１）ア 新規認定３／４以内、継続認定１／２以内 

２の（１）イ 認定取得 定額(上限３００千円） 

施設整備 １／２以内（上限２,０００千円） 

２の（２）導入経費の１／２以内 

６ 事業実施期間   平成２９年度～平成３２年度 

   【担当課：農業支援総室環境保全農業課 ０２４－５２１－７４５３】 

【平成30年3月30日現在】
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第三者認証ＧＡＰ取得等促進事業（一部新規） 

１ 趣    旨 

 風評対策を効果的に進めるため、産地が安全性を客観的に消費者等へ説明できる第三

者認証ＧＡＰ等を導入して、東京オリンピック・パラリンピックへの食材供給を通じた

情報発信を行い、消費者の信頼回復を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１）第三者認証ＧＡＰ等の導入支援（補助事業） 

  ア 認証ＧＡＰの取得・継続支援 

   ＧＬＯＢＡＬＧ．Ａ．Ｐ．、ＡＳＩＡＧＡＰ、ＪＧＡＰ、ＦＧＡＰ（ふくしま 

県ＧＡＰ）等の取得や継続に係る経費を支援する。 

イ（新）ＧＡＰ活用モデルの育成 

   加速的に進めるために、様々な主体によるＧＡＰ取得促進・活用の取組を支援

する。 

（２）放射性物質対策マニュアル作成支援（補助事業） 

ＧＡＰに取り組む産地の放射性物質対策を盛り込んだマニュアル作成を支援する。 

（３）県推進事業 

  ア ＧＡＰ認証取得等支援の体制整備 

     生産者や指導者向け研修会の開催、ＦＧＡＰの審査体制の整備と取組拡大、 

     産地情報の提供等を行う。 

  イ ＧＡＰ指導員資格等取得事業 

農林事務所等職員のＧＡＰ指導力向上を図る。 

３ 事業実施主体 

２の（１） ア 出荷団体、農業法人等 

      イ 市町村 

２の（２） 農業協同組合、出荷団体等 

２の（３） 県 

４ 予 算 額   ３４３，９９５千円 

５ 補 助 率 

２の（１） 定額 

２の（２） 定額 

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３２年度 

【担当課：農業支援総室環境保全農業課 ０２４－５２１－７３４２】 

【平成30年3月30日現在】
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福島県産農産物等販路拡大タイアップ事業（継続） 

１ 趣    旨 

営農再開が進む中で、避難地域等では生産される農産物の販路の確保等の支援が必要

となっており、専門家等を交えた農業者へのコンサルティングチームを組織し、農産物 

等の販路開拓を支援する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 避難地域等での個々の農業者へのコンサルティング 

    避難地域等において農業者等からの要望を受けて専門家の選定を行い、販路拡大

に向けたコンサルティングや実需者とのマッチング等を行う。 

３ 事業実施主体   公益社団法人福島相双復興推進機構 

４ 予 算 額   １０３，３８１千円

５ 補 助 率   定額 

６ 事業実施期間   平成２９年度～平成３２年度 

【担当課：生産流通総室農産物流通課 ０２４－５２１－７３５４】  

【平成30年3月30日現在】
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ふくしまプライド農林水産物販売力強化事業（継続） 

１ 趣    旨 

関係団体との連携によるオールふくしまの取組により、県産農林水産物等の魅力等の

情報発信とともに、パッケージングの改善など本県産の持つ価値を伝える工夫をしなが

ら販路の回復・拡大対策を展開することにより、本県の基幹産業である農林水産業の復

興を図り、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック大会において、本県農林水

産業の復興の姿や本県産の魅力を世界にアピールする。

２ 事 業 内 容 

（１） みんなのチカラで農林水産絆づくり事業 

販売促進キャンペーン等の展開により、県内外の実需者及び消費者に直接目に見

える形で県産農林水産物の魅力・安全性を訴えかけ、積極的に販売・使用・購入す

る機運を高め、生産者と消費者の絆を取り戻す。  

   ア 「がんばろう ふくしま！応援店」等拡大事業 

     応援店販売促進キャンペーンの実施 

   イ 農林水産物利用推進絆づくり事業 

     県内量販店等において農林水産物の魅力と安全性をＰＲするおいしいふくしま 

いただきます！」キャンペーン等の実施 

（２） 「オールふくしま」によるプロモーション対策 

農業関係団体等、多様な主体による販路拡大等に向けた取組を促すことにより、

県内各産地や品目別の状況に応じた販売力の強化を図る。 

   ア ふくしま米消費拡大推進事業 

   （ア）県内外米消費拡大推進事業 

量販店・各種イベントにおける消費拡大キャンペーン等の実施 

   （イ）ふくしま米ブランド販路拡大推進事業 

     a  求評懇談会 

     b  集荷団体、生産者団体、農業法人等が実施する米の販売促進の取組への支援 

      （補助事業） 

イ ふくしまの畜産ブランド再生事業 

   （ア）おいしい「ふくしまの畜産」消費拡大事業 

      畜産物の消費拡大イベントの実施及び畜産団体の活動への支援 

   （イ）「福島牛」ブランド再生事業 

      安全性のＰＲや「福島牛」販路拡大への支援 

   ウ 「ふくしまプライド。」販売力強化支援事業 

   （ア）市町村事業 

      市町村が実施する販売促進ＰＲ活動等への支援（定額補助） 

   （イ）民間団体・県域団体事業 
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      民間団体が実施する販売促進ＰＲ活動や、ＧＡＰによる生産物ＰＲ、パッケ

ージングの向上などへの支援（定額補助） 

エ 福島 食のプラットフォームに対する活動支援 

  県産品を積極的に食べて、応援したい人の組織化を目指す福島フードファンク

ラブ「チームふくしまプライド。」の活動を支援する。 

   オ 県産農林水産物の利用拡大支援事業 

     生産者の思いや農林水産業の実情、県産食材の安全性を子ども達や保護者、地

域住民に伝えるとともに、地元の農林水産物などを食材として取り入れる学校、 

    病院の自主的な取組を支援し実際に食べてもらうことで、県産食材の安全性に対

する理解を促進させ、学校給食や病院食における県産農林水産物の消費拡大を推

進する。 

（ア） 給食等での県産食材にかかる購入経費補助 

学校給食及び病院食において、県産の農林水産物などを使ったメニュー（「ふ

くしまふるさとメニュー」）を提供するための食材購入費を補助する。 

（イ） 地産地消に関連した食育活動や研修会にかかる経費の補助 

「ふくしまふるさとメニュー」で使われた食材の説明や生産者を招待して交流

を図るなどの食育活動を行う学校・病院の取組、栄養士や調理師等を対象とし

た地産地消に関連した研修会等の経費を補助する。 

（３） うまいぜ！ふくしま！農林水産物情報発信事業 

    県産農林水産物に対するイメージ向上を図るとともに、販路拡大関連の対策等を

より効果的に実施するため、マスメディアを活用した対策を実施する。 

    また、風評等に関する調査を行い、関係団体とともに効果的な情報発信対策や販

路拡大対策を検討する。 

  ア テレビを用いたＰＲ 

  イ 各種メディアによる旬を捉えた相乗的な情報発信 

  ウ 効果的な情報発信・販路拡大対策の検討 

（４） 県産農産物等輸出回復事業 

 原子力発電所事故により、主要国を含む多くの国・地域において、いまだに輸入

規制措置が取られているため、本県産農産物等の安全性を海外に積極的に発信する

等、規制解除と販路の拡充を推進する。 

ア 農林資産物等を通じた海外への安全・安心ＰＲ、情報発信 

（ア） 様々な媒体を活用した情報発信 

 魅力などを発信するＰＲパンフレットや動画等を作成し、ＷＥＢや在外公館

等、海外への情報発信ツール等をフル活用し、農林水産物等を通じた「ふくし

まの今」を全世界へ発信する。 

（イ） 有望輸出国・地域での展示会等出展 

 震災以前に輸出実績のあった国・地域で開催される展示会等に出展し、本県

の安全安心の取組をはじめ、本県農林水産物等の魅力のＰＲを行う。 
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（ウ） 有望輸出国・地域の「食」「農」関係者招へい 

 輸入規制を課している国・地域の食・農に関する政府関係者等を本県へ招へ

いし、本県の安全安心の取組状況など、正確な情報発信を行う。 

（エ） ＩＯＣ、ＴＯＣＯＧ等への安全性ＰＲ 

 ＩＯＣ、ＴＯＣＯＧ、選手及び関係者、飲食提供事業者、県内ホストタウン

相手国等に対して、県産農林水産物等の魅力や安全性等について直接説明や招

へい等を行う。 

イ 輸出促進、輸出環境整備事業 

（ア） 輸出促進ＰＲ、販路開拓等支援 

 輸入規制が緩和された国・地域への輸出を促進するため、輸出に意欲がある

生産者団体等に対して、海外での商談会、展示会出展、輸出へ向けた検疫等に

係る環境整備などへの支援を行う。 

（イ） 輸出環境整備 

 青果物等の輸送及び長期保存技術の安定化を検討するとともに、輸出先の防

除基準値等に適合した防除体系や検疫等の対策・検討を行う。 

（５） ６次化商品販路拡大事業 

６次化商品それぞれが持つ特徴を踏まえたプロ目線による商品の磨き上げや、

商品開発支援などをとおして、福島を代表する６次化商品のブランド化を推進す

るとともに、国内の商談会へ出展し、販路拡大につなげる。 

ア ６次化商品ブランディング事業 

 新ブランド「ふくしま満天堂」を拡充するとともに、テストマーケティング等

を通じた商品改良及び販路開拓を支援する。 

イ 売れる６次化商品販路拡大事業 

 国内最大級の商談会に出展し、販路拡大につなげる。 

（６） ブランド力向上！攻めの販路拡大対策 

  ア 県産農林水産物等販売コーナーの設置・ふくしまプライドフェア開催 

    県外量販店等において、パッケージングの改善等を図りながら、米や牛肉、ＧＡ

Ｐによる生産物などの取扱いの定番化に向けた販売コーナー設置や、旬を捉えた販

売フェアを開催する。 

 また、県産農産物等のブランド化に向けた検討、支援体制を整え、販売拡大につ

なげる。 

  イ オンラインストアによる販売促進 

    既存のオンラインストア企業と連携した販売促進キャンペーンの実施や販売者の

拡大、販売力の向上に向けたセミナーなどにより、多様な流通ルートの確保と全国

どこでも本県産を販売できる機会を創出する。 

  ウ イメージ向上に向けたパッケージングモデルへの支援 

    県域団体等を対象として、農林水産物のパッケージの改善等による本県産のイメ

ージ向上に向けた取組を支援する。（定額補助） 
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  エ 全国での販売促進ＰＲ活動 

    県産農林水産物等の一層の販路回復・拡大を図るため、関係団体と連携したトッ

プセールス等により、流通・販売事業者への経営者層や消費者への働き掛けを行う。 

３ 事業実施主体 

２の（１）のア、イ、（２）のア（イ）a 県 

２の（２）のア（ア） ふくしま米需要拡大推進協議会、福島県米消費拡大推進連絡

会議 

２の（２）のア（イ）b 集荷団体、生産者団体、農業法人等 

２の（２）のイ（ア） 県、畜産団体等 

２の（２）のイ（イ） 全国農業協同組合連合会福島県本部、 

           福島牛販売促進協議会等 

２の（２）のウ（ア） 市町村 

２の（２）のウ（イ） 生産者団体、商工業者団体等 

２の（２）のエ 農林漁業者、商工業者の組織する団体、特定非営利活動法人、事業

協同組合、企業組合  

  ２の（２）のオ（ア） 市町村、市町村教育委員会、市町村立小中学校、市立特別支

援学校（小学部・中学部）、学校給食センター又は共同調理場、

病院 

  ２の（２）のオ（イ） 市町村、市町村教育委員会、市町村立小中学校、市立特別支

援学校（小学部・中学部）、学校給食センター又は共同調理場、

病院、栄養士会、病院給食研究会等 

  ２の（３）のア、イ、ウ 県 

２の（４）のア（ア）、（イ）、（ウ）、（エ） 県 

  ２の（４）のイ（ア） 県、農林漁業者の組織する団体等 

  ２の（４）のイ（イ） 県 

  ２の（５）のア、イ 県 

２の（６）ア、イ、エ 県 

２の（６）のウ 県域団体等 

４ 予 算 額   ２，０９６，３１６千円

５ 補 助 率

  ２の（２）のア（ア）、ア（イ）b、（２）のイ（ア） 定額 

２の（２）のイ（イ） １／２以内、定額 

２の（２）のウ（ア）、（イ） 定額 

２の（２）のエ 定額 

２の（２）のオ（ア）、（イ） 定額 

２の（４）のイ（ア） 定額（上限１５０万円） 

  ２の（６）のウ    定額 
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６ 事業実施期間   平成２７年度～平成３２年度 

【担当課：生産流通総室農産物流通課 ０２４－５２１－７３５４】  
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〈ふくしまプライド農林水産物販売力強化事業〉

ふくしまの畜産ブランド再生事業（継続）

１ 趣  旨

  畜産ブランド復活のための事業を実施するとともに、民間団体等による風評を払拭す 

 るためのＰＲ活動を支援する。 

２  事業内容

 （１）復興サポート事業   
    ア ふくしまの畜産ブランド再生事業 
         「福島牛」を中心とする本県畜産ブランドの復活を図るため、トップセールスを 

始めとした積極的なＰＲや消費者の理解造成、さらには関係団体が実施するブラン 
ド力の強化に対して支援する。 

   （ア）おいしい「ふくしまの畜産」消費拡大事業 
ａ  おいしい福島畜産消費拡大事業 

         首都圏等において県産畜産物の安全性やおいしさをＰＲするためのイベン
ト等のＰＲ活動を行う。 

     ｂ おいしい福島畜産応援事業 
       顧客回復のための各種商談会や販売会、販促資材等経費への支援 
   （イ）「福島牛」ブランド再生事業 
     ａ  ブランド「福島牛」復活事業 
       意見交換会及び交流会、枝肉共励会、首都圏における「福島牛」指定店制度

の構築、産地懇談会におけるトップセールス及び「福島牛フェア」の開催等消
費者に対するＰＲ活動を支援する。 

     ｂ 「福島牛」消費拡大対策事業 
       県内における福島牛販売指定店の拡大とＰＲ、販売促進資材等の作成、販売

促進キャンペーンの開催、消費者等との意見交換会及び福島牛産地ツアーの開
催等消費者に対するＰＲ活動を支援する。 

３  事業実施主体      
  ２の（１）のアの（ア） 県、畜産団体４団体（地鶏、ブランド豚、養蜂） 
  ２の（１）のアの（イ）  全国農業協同組合連合会福島県本部、 
               福島牛販売促進協議会等 

４  予  算  額     ２９，１９６千円 

５ 補  助  率      定額 

６  事業実施期間      平成２４年度～平成３０年度 

【担当課：生産流通総室畜産課 ０２４－５２１－７３６６】 

【平成30年3月30日現在】

-51-



ふくしまから はじめよう。元気なふくしまっ子食環境整備事業（継続） 

１ 趣 旨 

子どもをはじめとした地域住民が、適切な食品を選択する力や放射能に対する知識を

養う等、各個人が地域活動等を通して、自発的な健康づくりを推進できるよう、農林水

産業体験を中心とした食育活動の充実を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１）食育実践サポーター派遣事業 

食育体験や交流、食生活改善、地域の食文化や郷土食の伝承等の活動を先進的に実

践する方々を「食育実践サポーター」として登録し、子どもを対象とした食育推進に

取り組む学校や地域団体等からの要請に応じて派遣し支援活動を行うことにより、県

内における食育実践活動の普及拡大を促進する。 

ア サポーターの募集及び登録 

イ サポーターの公開 

ウ サポーターの派遣 

（２）ふるさとの農林漁業体験支援事業 

子ども達が農林水産物の生産から消費までの流れを理解するための農林漁業体験活

動や、子どもやその保護者が県産農林水産物の安全安心の取組や放射能の正しい知識

を身につけるためのリスクコミュニケーション活動等を支援するとともに、これらの

活動を広く周知する。 

ア 農林漁業体験活動やリスクコミュニケーション活動を行う食育推進活動団体の 

選定、業務委託 

子どもやその保護者などを対象とした食育推進活動の企画提案を選定し、業務委

託する。選定に当たっては、避難している子ども達を対象とした取組を優先する。 

（ア）対 象：食育応援企業団、法人、ＮＰＯ法人、任意団体等 

（イ）選定事業数：１０事業（上限 １，０８０千円／事業） 

イ 食育推進活動事例の取りまとめ・紹介 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １３，２０７ 千円 

５ 事業実施期間   平成２６年度～平成３１年度 

【担当課：生産流通総室農産物流通課 ０２４－５２１－７３５４】  
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米の全量全袋検査推進事業（継続）

１ 趣 旨

県の管理の下、県産米の放射性物質検査を的確に実施し、県産米の安全確認を行う。 

２ 事 業 内 容

県産米の全量全袋検査を実施するためには、検査のための運搬費や作業員の人件費な

ど新たに追加的費用が発生することになるが、この費用は、東京電力ホールディングス

株式会社からの損害賠償により賄われる。 

しかし、賠償金が支払われるまで、米の集荷業務を担うＪＡや米穀業者等が資金繰り

し、さらに立て替えておくことは極めて困難であることから、全量全袋検査を確実に実

施するため、追加的費用に相当する資金繰りを支援するため、検査運営資金の貸付を実

施する。 

（１）貸 付 先   ふくしまの恵み安全対策協議会 

（事務局：公益財団法人福島県農業振興公社） 

（２）貸付期間   平成３０年４月～平成３１年３月末 

（３）返 済   返済は東京電力ホールディングス株式会社からの賠償金を充て

る。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ５，５００，０００ 千円 

【担当課：生産流通総室水田畑作課  ０２４－５２１－７３６９】  
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肥育牛全頭安全対策推進事業（継続）

１ 趣   旨

  本県産牛肉の全頭検査を実施し、出荷牛の安全性を確認するとともに、その結果を

広く消費者に公表することにより、本県産牛肉の信頼回復を図る。

２ 事 業 内 容

（１）肥育牛全頭安全対策推進事業

  ア 牛肉の放射性物質の全頭検査

    本県産牛肉の安全性を確保し、消費者の信頼回復、県産ブランドの再生及び畜

産農家の経営の安定を図るため、県外においてと畜処理される肥育牛について、

放射性物質検査に必要な材料を採取して検査機関へ搬入し、全頭検査を行う体制

を確立する。

  イ 牛生体の放射性物質検査

    放射性物質の検出リスクの高い繁殖雌牛等については、出荷前の生体で放射性

物質検査を実施し、基準値を超過する牛肉が出荷されない体制を整備する。

３ 事業実施主体     県

４ 予 算 額     ３５，７０３千円

５ 補 助 率     －

６ 事業実施期間     平成２６年度～平成３０年度

【担当課：生産流通総室 畜産課 ０２４－５２１－７３６５】
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福島県産水産物競争力強化支援事業（一部新規） 

１ 趣 旨 

原子力発電所事故による水産物への風評を払拭し、本県水産物の販路を拡大していく

ため、第三者認証制度（水産エコラベル）の活用、高鮮度出荷など本県水産物に特徴を

持たせ、他県産に負けない競争力を付加する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 認証審査支援事業 

漁業関係団体及び水産加工流通業者が水産エコラベルの審査や認証を取得するた

めの研修費用等を補助する。 

（２） 認証水産物の高付加価値化・技術開発事業 

ア 水産物の高付加価値化技術開発事業 

県が高鮮度高品質化のための技術開発、技術実証及び販売試験を漁業関係団

体に委託し実施する。 

イ 高鮮度・高付加価値流通設備、機器整備支援事業 

漁業関係団体が行う水産物の高鮮度保持や高付加価値化を図るために必要な

機器の整備を支援する。 

（３） （新）認証水産物等流通支援事業 

ア 認証水産物等販路確保 

大手量販店等で認証水産物や高鮮度高付加価値化水産物等の販売コーナーを

一定期間設置し、安全性と美味しさをアピールし販路の回復につなげる。 

イ 水産物ＰＲイベント開催等 

本県水産物の安全性や美味しさについて、県内外の消費者に理解を深めても

らうため、水産市場等でイベントを開催する。また、漁協等で地元の消費者に

ＰＲするイベントを開催するほか、市場等の直売会を支援する。 

（ア） おさかなフェスティバル、地魚祭り 

（イ） 市場直売会 

ウ 認証水産物等流通支援 

認証水産物等を流通させる際に必要な経費を支援する。 

３ 事業実施主体   （１） 漁業関係団体及び水産加工流通業者 

（２） ア 県 

イ 漁業関係団体 

（３） ア 県 

イ （ア） 県 

（イ） 漁協、漁連、水産加工組合 

ウ 漁協、漁連、水産加工組合等 

【平成30年3月30日現在】
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４ 予 算 額   ５１４，９４２千円 

５ 補 助 率   （１） １０／１０以内、定額 

（２） ア － 

イ ５／６以内 

（３） ア － 

イ （ア） － 

（イ） １０／１０以内 

ウ １０／１０以内 

６ 事業実施期間 平成２９年度～平成３２年度 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７６】  

【平成30年3月30日現在】
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森林環境モニタリング調査事業（継続） 

１ 趣 旨 

森林内における放射性物質の汚染状況について、広域的・継続的な調査を行い、森林

における放射性物質対策を推進するため、必要な情報の整備を行う。また、里山再生モ

デル地区における対策の効果を把握するため、立木・土壌等に含まれる放射性物質濃度

や空間線量率の測定を行う。 

２ 事 業 内 容 

（１）森林環境モニタリング調査事業 

森林における汚染状況の現況と経時変化を把握するため、県内の民有林全域を対象

に、森林内の空間線量率や立木、土壌等に含まれる放射性物質濃度を調査し、その結

果の評価、解析等を行う。 

（２）ふくしま森林再生推進事業 

森林環境モニタリング調査地点周辺の森林について、衛星画像を使用した樹種判読

や登記情報に基づいて森林計画図や森林簿を修正するとともに、更新した情報を市町

村に提供することにより、市町村による森林整備の推進を支援する。 

（３）里山再生モデル地区放射線量等調査事業 

 これまでに選定された里山再生モデル地区において、国や市町村が行う放射性物質

対策事業の実施前後における事業効果を把握するため、空間線量率や立木・土壌等に

含まれる放射性物質濃度を測定し、空間線量マップ等作成のための基礎データを収集

する。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ３６７，０００千円 

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２４年度～平成３２年度 

【担当課：森林林業総室森林計画課 ０２４－５２１－７４２５】  

【平成30年3月30日現在】
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県産材安全性確認調査事業（継続） 

１ 趣 旨 

原発事故に伴う風評被害を防止し、安全・安心な県産材製品の安定供給と需要の確保

を図るためには、県内各地域において県産材製品の継続的な調査が必要である。 

このため、県産材製品の放射線量測定を実施し、県産材供給体制の強化を図る。 

２ 事 業 内 容 

県産材の安全性を確認するため、県内の森林から生産された木材の製材品について、

表面線量の測定を定期的に行い、その結果を広く周知する。 

３ 事業実施主体   県  

４ 予 算 額   ２００千円 

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２７年度～平成３１年度 

【担当課：森林林業総室林業振興課 ０２４－５２１－７４３２】  

【平成30年3月30日現在】
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アグリイノベーション活用型営農モデル推進事業（新規） 

１ 趣 旨 

被災地域において、意欲ある農業法人や企業等が、農林水産分野イノベーション・プ

ロジェクトの成果（ロボット技術、ＩＣＴ等の先進技術活用による営農モデル提案等）

を導入するとともに、業務需要等の新たな流通・販売を取り入れた生産性の高い営農モ

デルの実践を支援し、被災地域における営農再開と雇用を促進する。 

２ 事 業 内 容 

（１）イノベーション活用型営農モデル支援事業 

被災地域において、農業法人・企業等が関係民間企業等と共同で作成する事業計画

に沿って、ＩＣＴ等の先進技術、機械化体系等の低コスト生産体技術の導入と併せて、

カット・冷凍等の業務需要等の新たな流通・販売体系の確立などの営農モデルを実践

するために必要となる機械・施設・資材の導入や、技術者及び栽培者の確保等を支援

する。 

（２）イノベーション活用型営農モデル連携体制構築事業 

イノベーション活用型営農モデル支援事業の効果的な実施（営農モデルの提案公募・

選定、営農モデル実践計画策定支援、営農モデル実践支援等）、実施結果の普及啓発活

動（検討会・研修会の開催、実践成果を活用した農業関連企業の誘致等）を実施する。 

３ 事業実施主体   （１）農業法人、企業等、（２）県 

４ 予 算 額   １０１，０００千円 

５ 補 助 率   （１）定額 

６ 事業実施期間     平成３０年度～平成３４年度 

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３４４】  

【平成30年3月30日現在】
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次世代を担う地域農業先端モデル実証事業（新規） 

１ 趣 旨 

地域の気象や販売先のニーズに適合し、かつ効率的な土地利用となる品目・品種の選

定と組み合わせ、高性能機械やＩＣＴ等先端技術を活用した省力化栽培体系などの園芸

モデルを実証し、大規模園芸経営体の育成を図る。 

２ 事 業 内 容

（１）次世代技術導入推進協議会の運営 

効率的な農地利用と高収益作物の計画的な導入・拡大を図るための品目の選定や

実証計画の企画・合意形成・運営を行うとともに、実証成果の普及に向けた情報発

信等を行う。 

（２）次世代営農モデル実証事業 

    地域の気象条件や販売先のニーズに適合し、かつ効率的な土地利用となる品目・

品種の組み合わせ、高性能機械やＩＣＴ等先端技術を活用した生産性調査などによ

り園芸大規模生産の実現性を明らかにする現地実証を行う。 

３ 事業実施主体  県 

４ 予 算 額   １２，６５２千円 

５ 事業実施期間     平成３０年度 

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３９】  

【平成30年3月30日現在】
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ふくしまアグリイノベーション実証事業（継続） 

１ 趣 旨 

本県農業は、原発事故及びそれに伴う風評被害により、米価下落や高齢者の離農が加

速し、遊休農地の拡大と地域農業の崩壊が懸念されており、また、間近に迫る水田政策

の転換に対し、農地集積・集約の加速化に対応した収益性の高い大規模経営体等の育成

が喫緊の課題である。 

このようなことから、低コスト・高収益化に向けた稲作技術と作業の効率化・省力化

を可能とするＩＣＴ技術を組み合わせた営農レベルでのフィールド実証を行い、産地の

「技術革新」を強力に支援し、低米価にも耐えうる１００ｈａ規模の大規模経営体（メ

ガファーム）の育成を図る。 

２ 事 業 内 容

（１）農業技術革新推進協議会の運営 

（構成：県、市町村、ＪＡ、農業者、施設・機械メーカー等） 

ア 事業実施計画の策定 

イ 実績検討会の開催 

ウ 先進的技術の実証ほの運営支援 

エ マニュアル（管理体系、経営指標等）作成、セミナーの開催 等 

（２）水田メガファームモデル事業 

ア 実証ほ設置・運営に必要な施設・機器等の導入 

３ 事業実施主体   県２の（２）のアの実証ほ設置に必要な施設・機器等は農業者等

への補助により整備) 

４ 予 算 額   ３２，４２６千円 

５ 補 助 率   ２の（２）のア ７／１０以内 

（実証ほ設置に要する費用に対する補助）  

６ 事業実施期間     平成２９年度～平成３０年度 

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３９】  

【平成30年3月30日現在】

-61-



「絆」で拓く！ふくしま未来農業創出事業（継続） 

１ 趣 旨 

過疎・中山間地域において営農組織等と企業等との連携による農業の新たなビジネス

モデルを実証し、安定雇用が可能となる先端モデル経営体を創出する。 

２ 事 業 内 容

（１）新事業モデル実証推進事業 

ア 新事業実証と進行管理 

コンソーシアムが主体となって、新事業の実施計画に基づく実証活動を展開する

とともに、検討会等を定期的に開催するなど、確実な成果が得られるよう進行管理

を行う。 

  イ 先端モデル経営体設立等支援と実証成果の普及 

新事業創出に向けた実証成果をもとに先端モデル経営体の設立や経営拡充等を

支援するとともに、県内関係者向けに検討会やセミナー等を開催し、安定雇用のた

めの新事業の取組の他地域への普及を図る。 

（２）新事業創出支援事業 

ア 新事業創出の実践支援 

営農組織等の新事業実践（＝コンソーシアムによる実証推進）のために必要とな

る施設・機器・資材等の導入を支援する。 

３ 事業実施主体  （１）県、（２）営農組織等 

４ 予 算 額   ２１，８４８千円 

５ 補 助 率  （２）定額 

６ 事業実施期間     平成２８年度～平成３０年度 

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３９】  

【平成30年3月30日現在】
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「ふくしまの宝！」農業復興研究プロジェクト（継続） 

１ 趣 旨 

原発事故による風評の影響を強く受けている本県農業の復興をさらに加速するため

には、高い潜在能力を持ち全国に誇れる「ふくしまの宝」のブランド力と生産力の強化

が必要である。 

このため、全国有数の生産量を誇り、市場等からの評価が高い宿根カスミソウ、そば

を対象に、避難地域等への産地拡大に向けた安定生産技術、実需者ニーズに対応した高

品質生産技術の確立を図るプロジェクト研究に取り組む。 

２ 事 業 内 容

（１）避難地域への産地拡大に向けた宿根カスミソウの安定生産技術の確立（1,500千円） 

宿根カスミソウについて、既存地域や避難地域における産地拡大、新産地形成と産

地間リレーによる安定した出荷体制を確立するため、高温対策技術や浜通りに適した

夏秋期出荷技術を確立する。 

（２）蕎麦王国の復興に向けた「会津のかおり」の高品質生産技術の確立（2,000千円） 

そば「会津のかおり」ついて、改正された農産物検査規格に対応するとともに、実

需者が求める品質のそば粉を安定的に生産・提供するため、高品質生産技術体系を確

立する。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ３，５００千円 

５ 事業実施期間     平成２８年度～平成３０年度 

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３６】  

【平成30年3月30日現在】
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多彩なふくしま水田農業推進事業（新規） 

１ 趣    旨  

３０年産米から米政策が大きく見直される中で、良質米産地という本県の強みを活か

しながら、水田をフルに活用して農家所得の向上を図る必要がある。 

このため、主食用米の品質・食味の向上を目指す取組を支援するとともに、酒造好適

米の振興や水田を高度に利用した作付体系を推進するなど、多彩な地域特性を活かした

新たな水田農業の構築を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１） ふくしま米オール“特Ａ”獲得推進事業 

   食味・品質の向上と平準化を図るための取組を支援し、本県主要７品種・銘柄全

てで「特Ａ」獲得を目指す。 

（２） ふくしまプライド日本酒の里確立事業 

   ア 県産米日本酒育成支援事業 

     高い評価を受ける本県蔵元と酒造好適米生産組織との結びつきを強め、蔵元が

求める品質の確保と安定供給を図る。 

   イ オリジナル酒造好適米育成加速化事業 

     県オリジナル酒造好適米「福島酒５０号」の早期普及と生産体制を構築する。 

（３） ふくしま水田高度利用推進事業 

    水田における１年２作～２年３作体系を東北で先駆けて導入拡大することで、水

田の高度利用を促進し、複合経営による稲作農家の所得向上を図る。 

３ 事業実施主体   ２の（１） 生産部会、集落営農組織等 

           ２の（２）のア 県内蔵元 

           ２の（２）のイ 県 

           ２の（３） 営農組織、法人、認定農業者 

４ 予 算 額   ７３，５７４千円

５ 補 助 率   ２の（１） 定額（ただし、機械等のリース整備は１／２以内） 

           ２の（２）のア、２の（３） １／２以内 

６ 事業実施期間   平成３０年度～平成３２年度 

【担当課：生産流通総室水田畑作課 ０２４－５２１－７３６０】  

【平成30年3月30日現在】
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ふくしまの未来を創る新・農業人育成・確保支援事業（継続） 

１ 趣    旨 

新規参入者の呼び込みと定着促進を図るため、受入体制の整備・強化とモデル的な実

践の取組を支援するとともに、新規就農者の育成を図るため、法人等における実践的な

研修や教育機関との連携を強化する。 

さらに、中山間地域等において、農業法人の育成や農業法人の新規事業拡大を支援す

ることにより、新規参入者の受け皿を確保し定着化を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１） 来たれ!ふくしま新・農業人サポート事業 

新規就農支援組織等が地域の実情に応じ、アイディアを出し合い特徴ある新規参

入者の呼び込みと定着化に取り組む活動に要する経費に助成する。 

（２） 来たれ！ふくしま新・農業人育成・定着促進支援事業 

新規参入者に対する栽培技術や経営管理に関する法人等での研修や無料職業紹介

所の運営・活動や農業法人への雇用就農に対するマッチングセミナー等の開催への

支援を行う。 

（３） 新・農業人教育連携促進事業 

高校生等を対象とした先進農家へのインターンシップを実施するとともに、若い

農業者の連携による農業青年クラブ等のプロジェクト活動に要する経費を助成する。 

（４） ふくしまの地域農業を担う農業法人育成事業 

新規法人設立や既存法人等の事業拡大に必要な初期経費、アドバイザー、研修等

の経費について支援する。 

３ 事業実施主体   ２の（１） 新規就農支援組織等 

           ２の（２） 県、（一社）福島県農業会議 

           ２の（３） 県、農業青年クラブ等 

           ２の（４） 市町村、農業法人 

４ 予 算 額   １１１，６２３千円

５ 補 助 率   ２の（１） 事業費の１／２以内 

ただし、下記の補助金額を上限とする。 

                 補助金額：１地区上限４，１００千円 

           ２の（２）、（３）、（４） 定額

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３０年度 

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３４０】  

【平成30年3月30日現在】
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ふくしまから はじめよう。農業担い手経営革新支援事業（継続） 

１ 趣 旨 

生産力と経営管理能力に優れ、雇用の拡大等により地域農業を牽引するプロフェッシ

ョナル経営体を育成するとともに、これに続く担い手層の経営向上を図りながら、風評

に屈しない本県農業の力強い再生を成し遂げる。 

※ プロフェッショナル経営体とは、個別経営体にあっては所得１，０００万円以上、

法人等にあっては販売金額１億円以上の経営体を指す。 

２ 事 業 内 容 

（１） プロフェッショナル経営体管理能力向上事業 

プロフェッショナル経営体を育成する上で必要となるアドバイザーの派遣及びプ

ロフェッショナル経営体が地域農業を牽引する活動への支援を行う。 

ア プロフェッショナル経営体への経営革新のためのアドバイザーによる定期的な

指導の実施 

イ プロフェッショナル経営体同士の連携強化、情報発信支援 

（２） プロフェッショナル経営体創出事業 

プロフェッショナル経営体を目指す農業者または法人等が、農業近代化資金等の

制度資金の融資を受け、計画に基づき新規雇用を活用し規模拡大等をする際に必要

な経費の一部を助成する。 

ア 事 業 対 象  概ね５経営体を想定 

イ 対象とする事業規模  １経営体あたり１５，０００千円以上 

ウ 補 助 対 象 

（ア） 機械・施設の導入に要する経費 

（イ） 規模拡大等に必要な初度的な経費等 

ａ 規模拡大分の農地または採草放牧地の賃借料。ただし、後年度分を含め一

括で支払う場合の対価とし、単年度のみの賃借料に係る支払いは除く。 

ｂ 施設・機械等をリースする場合のリース料全額一時払いに要する経費 

ｃ 規模拡大等に必要な物材費(種苗費、肥料、農薬、諸資材など) 

ｄ 新たな技術、経営方法習得のための研修に要する経費 

ｅ 農畜産物の需要開拓のための調査、開発、通信・情報機材の取得に要する

経費 

ｆ 営業権や商標権の取得、研究開発等に要する経費 

ｇ 資産の増加を伴う機械・施設の修繕、農地等の改良等に要する経費 

ｈ 法人成りに必要な登記等に要する事務経費 

ｉ その他、農業構造検討会議が主催する事業計画審査会において必要と認め

られた経費 

【平成30年3月30日現在】
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３ 事業実施主体   ２の（１）のア 福島県担い手育成総合支援協議会 

２の（１）のイ 県 

２の（２） 市町村 

４ 予 算 額   ４０，１７７千円 

５ 補 助 率   ２の（１）のア 定額 

２の（２） 融資残額 

（事業費の３／１０以内、上限１，０００万円／経営体） 

６ 事業実施期間   平成２６年度～平成３０年度 

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３８１】 

【平成30年3月30日現在】

-67-



きらめく・ふくしま農業女子育成・確保支援事業（継続） 

１ 趣    旨 

若い女性が農業を職業として選択するような体制づくりを進めるため、女性農業者の

ネットワーク整備による連携強化を進めるとともに、農業女子で構成される組織の活性

化を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１） 農業女子ネットワーク活動支援事業 

県内の女性農業者で構成されるネットワーク組織に対し、女性ならではのアイデ

ィアを出し合う機会を設けるとともに、特徴ある農業の取組や新規女性農業者の定

着化に効果的な活動に対して支援する。 

（２） 農業女子育成・定着促進支援事業 

女性農業者等で構成される組織が行う地域の活性化等につながる新たな取組に

対して支援を行い、安定した所得確保による定着化を進めることにより、新規就農

者の確保につなげる。 

３ 事業実施主体   ２の（１） 県 

２の（２） 県内女性農業者等で組織する団体等 

４ 予 算 額   ６，３００千円

５ 補 助 率   ２の（２） 定額（１，０００千円以内） 

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３０年度 

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３４０】 

【平成30年3月30日現在】
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「果樹王国ふくしま」グローバルリンク事業（新規） 

１ 趣    旨  

国際化に対応できる長期出荷や魅力ある果樹の安定供給体制を整備することで、輸出

の拡大を図り、世界に「ふくしまブランド」を積極的に発信し、風評払拭と産地再生を

加速させる。 

２ 事 業 内 容 

（１） ふくしまブランド輸出力強化事業 

検疫対策や海外ニーズに対応した高品質果実の安定供給を可能とする機械・施設

等の整備を支援する。 

（２） グローバル化実践支援事業 

輸出のために必要な保鮮流通技術や、検疫に対応した品質確保技術の開発と実証

を支援する。 

３ 事業実施主体   ２の（１） 農業者が組織する団体等

２の（２） 県、ＪＡ等 

４ 予 算 額   ３５，０００千円

５ 補  助  率   ２の（１） １／２以内

２の（２） 定額 

６ 事業実施期間   平成３０年度～平成３２年度 

【担当課：生産流通総室園芸課 ０２４－５２１－７３５７】  

【平成30年3月30日現在】
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施設園芸産地スケールアップ緊急整備事業（新規）

（強い農業づくり整備事業）

１ 趣 旨

「新たなふくしまの未来を拓く園芸振興プロジェクト」の推進と平成３０年産からの

米政策改革への対応のため、園芸の大規模な施設化を緊急的に整備促進する。併せて、

認証ＧＡＰの面的拡大を図る。

２ 事 業 内 容

産地パワーアップ事業を活用したパイプハウス等園芸用生産施設導入に対し、次の要

件を全て満たす場合に、補助率を高めて支援する。

ア 施設整備面積が概ね１ha以上であること。

イ ＦＧＡＰ以上の認証ＧＡＰに取り組むこと。

３ 事業実施主体

市町村、農業協同組合等農業団体、営農集団 等

３３６，０００千円４ 予 算 額

６／１０以内（国庫１／２ 、県費１／１０）５ 補 助 率 ＊

産地パワーアップ事業分（必須）
＊

平成３０年度６ 事業実施期間

【担当課：農林水産部園芸課 ０２４－５２１－７３５７】

【平成30年3月30日現在】
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ふくしま「医食同源の郷」づくり事業（継続） 

１ 趣    旨 

 健康志向が高まる中、歴史と伝統があり、保健機能を有する「おたねにんじん」や「エ

ゴマ」等の農作物については、県内で栽培されているものの、一般的に認知度が低く、

生産量が増加していない状況にある。 

 このため、「おたねにんじん」や「エゴマ」等の省力・低コスト化技術等の開発と導

入により生産拡大を進め、県民に広く知ってもらうとともに、医療、観光・６次化事業

体との連携による販売拡大を進める。 

２ 事 業 内 容

（１） ふくしま「医食同源の郷」づくり推進事業 

  農作物の需要・供給に応じた生産、販売体制確立のため関係機関・団体を構成員

とした協議会を開催するとともに生産拡大、販売拡大の取組を進める。 

（２） ふくしま「医食同源の郷」づくり産地強化事業 

  農作物の需要・供給に応じた生産、販売体制確立のための支援を行う。 

（３） ふくしま「医食同源の郷」づくり整備事業 

  需要が見込まれる農作物の生産拡大のため、初期生産資材、共同利用機械・機器

等の導入支援を行う。 

（４） ふくしま「医食同源の郷」づくり研究開発事業 

    おたねにんじんの早期種苗増殖技術、省力・低コスト安定生産技術及び、エゴマ

の省力・低コスト安定生産技術、搾油かすの有効利用等の開発を進める。 

（５） ふくしま「医食同源の郷」づくり種子確保事業 

    おたねにんじんの県オリジナル品種「かいしゅうさん」等の種子確保対策を行う。 

３ 事業実施主体 

２の（１）、（４）、（５） 県 

  ２の（２） 各地方又は市町村協議会等 

  ２の（３） 市町村、ＪＡ、営農集団、認定農業者等 

  ２の（５） 種子生産農業者等 

４ 予 算 額  ２９，３７０千円 

５ 補 助 率

２の（２）   定額（４００千円／１箇所 以内）  

  ２の（３）   １／２以内、定額 

  ２の（５）   定額 

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３０年度 

【担当課：生産流通総室園芸課 ０２４－５２１－７３５５】

【平成30年3月30日現在】
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先端技術活用による農業再生実証事業（継続） 

１ 趣 旨 

被災産地の復興・創生のため、状況変化等に起因して新たに現場が直面している課題

を対象に先端技術の現場への実装に向けた現地実証を行うとともに、被災地に設置した

社会実装拠点を核として組織的な技術導入を行うことにより、実用化された技術体系の

迅速かつ広範な社会実装を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１）避難指示解除地域における花き安定供給のためのICT活用による計画生産・出荷管

理システムの実証研究（15,008千円） 

避難指示解除地域では、帰還する農業者が少なく、生産拠点が点在し、生産量もま

とまらないため、集出荷体制が整備されていない。こうした状況を踏まえ、電照栽培、

ICT等を活用した計画生産・出荷管理システムの構築を目的とした実証研究を行う。 

（２）避難指示解除地域における土地利用型野菜の効率的ほ場管理技術の実証研究 

   （35,000千円） 

避難指示解除地域では、帰還する農業者が少なく、水田だけでなく畑地も含めた大

規模ほ場の効率的管理技術の開発が求められている。このため、ドローン等を活用し

たリモートセンシングによる生育、土壌状態の把握などによる土地利用型野菜の効率

的管理技術の実証研究を行う。 

（３）浜通り地方における果樹の早期復旧に向けた生産技術の実証研究（14,510千円） 

浜通り地方におけるナシを基幹とする果樹経営は、風評の懸念、あるいは一度栽培

管理を中断したことにより、再開が進んでいない。このため、ナシとブドウを組み合

わせた高収益・早期成園化技術の実証研究を行う。 

（４）大規模圃場における自給飼料等生産技術の実証研究（9,457千円） 

避難指示解除地域では、帰還する農業者が少なく、水田だけでなく畑地も含めた大

規模ほ場の効率的管理技術の開発が求められている。このため、子実トウモロコシを

核に水稲や大豆の組み合わせによる大規模省力生産技術、輪作による土壌物理性改善

技術等の実証研究を行う。 

（５）先端技術による農業再生実証事業（社会実装拠点）（8,468千円） 

   本事業で実用化された技術体系の速やかな社会実装を図るため、被災地に設置した

社会実装拠点を核として情報発信、技術研修、現場指導等を行う。 

３ 事業実施主体   県、民間企業、研究機関等によるコンソーシアム 

４ 予 算 額   ８４，８１７千円 

５ 事業実施期間   平成２５年度～平成３２年度 

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３６】  

【平成30年3月30日現在】
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企業農業参入サポート強化事業（一部新規） 

１ 趣 旨 

企業等の農業参入を支援し、本県農業の復興及び多様な担い手の確保に資する。 

２ 事 業 内 容 

（１）（新）被災地再生農業参入支援事業 

営農再開に向けた取組を行っている浜通りにおいて、担い手の確保や地域活性化

を図るため、市町村や関係団体と連携しながら農業参入を支援する。 

（２） 企業農業参入支援体制強化事業 

県内に参入を希望している企業等が、円滑に農業参入できるよう、市町村、関係

団体と連携しながら支援体制の整備を図る。 

ア 企業農業参入推進事業 

   企業等への個別訪問等や農業参入の受入体制の整備を図り、本県で農業参入す

る意向がある企業等の誘致につなげる。 

イ 農業参入マッチング活動事業 

相談会やセミナーを開催するなど、誘致企業等と集落、地元関係団体等のニー

ズをマッチングし、企業等の円滑な農業参入を支援する。 

   ウ 企業農業参入支援事業 

   参入意向のある企業を着実に本県へ誘致するため、初期経費や定着して発展的

に農業を行うために必要な機械施設等の経費の一部を助成する。  

ア） 新たに農業を取組むために必要となる、肥料、農薬、生産資材、試験栽培

実施等の初期経費の一部を助成する。 

イ） 企業等が本県に定着して、発展的に農業を行うために必要な出荷調整作業

所、農産物貯蔵庫、機械格納庫、加工施設、育苗施設、家畜飼養施設、堆肥

舎、農業用機械等を整備の経費の一部を助成する。 

３ 事業実施主体   ２の（１） 一般財団法人福島イノベーション・コースト構想推

進機構 

２の（２）のア、イ 県 

２の（２）のウ 企業等（ただし、イ）は浜通りに参入する企業

等は除く） 

４ 予 算 額   ４９，２７０千円 

５ 補 助 率   ２の（１）定額 

２の（２）のウ  １／３以内 

６ 事業実施期間   平成２７年度～平成３２年度  

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３４０】 

【平成30年3月30日現在】
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地域農業担い手育成支援強化事業（一部新規） 

１ 趣 旨 

人・農地プラン作成・見直しの支援を行うと共に、地域農業の担い手となる様々な形

態の経営体等を対象に、法人化・組織化、経営改善・経営継承等を支援し、農業経営の

向上、安定及び継承の取組を強化する各種支援を実施する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 人・農地プラン作成・見直し等支援事業 

市町村が行う人・農地プランを作成、見直しをするための取組に対して支援する。 

（２）（新）農業経営法人化等支援事業 

ア 農業経営法人化支援事業 

地域農業の担い手育成のため、組織化及び集落営農等の複数個別農家の法人化

等の取組を支援する。 

イ 法人化推進事業 

地域農業の担い手育成のため、法人経営に必要となる労務・財務管理等に関す

る知識等を修得するための啓発活動を実施する。 

（３） 地域農業担い手活性化支援事業 

県内の農業法人等実態調査を実施し、関係機関と連携し、法人等に対し経営改善

を支援するとともに、法人化や集落営農等の意向のある農業者や農用地利用改善団

体等の情報収集を行い、その取組の活性化を支援する。 

（４） 県担い手育成総合支援協議会運営事業 

県担い手育成総合支援協議会の運営や専門家から構成する担い手アクションサポ

ート会議の設置を支援し、効率的な担い手施策に反映させる。 

（５） 企業的農業経営体創出支援事業 

農業経営体育成推進アドバイザーを設置し、農業経営等に関する専門家等による 

経営相談やカウンセリング等の手法で法人設立、経営改善、経営継承等の取組を支

援し、併せて設立した法人等に対し、コンサルティングを行い、経営ビジョンの作

成や雇用促進活動等を支援する。 

（６） 企業的農業経営体経営改善・継承支援事業 

農業経営相談所（仮称）が実施する法人経営体等に対して安定した経営の実現と

持続的な発展が図られるようスペシャリストの設置や法人経営ステップアップ講

座の実施に係る経費を支援する。 

３ 事業実施主体   ２の（１）   市町村 

２の（２）のア 福島県担い手育成総合支援協議会 

イ 県 

２の（３）   県 

２の（４）、（５）、（６）福島県担い手育成総合支援協議会 

【平成30年3月30日現在】
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４ 予 算 額   ２９，７５１千円 

５ 補 助 率   ２の（１）   １／２以内 

           ２の（２）のア、（４）、（５）、（６） 定額 

６ 事業実施期間   平成２７年度～平成３２年度  

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３４０】 

【平成30年3月30日現在】
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農地利用集積対策事業（継続） 

１ 趣 旨 

担い手への農地集積と集約化を行う農地中間管理機構が事業を行うために必要な経

費を助成する。また、人・農地プランの話し合いの中で機構にまとまって農地の貸付を

行った地域や機構に対する貸付に伴って経営転換又はリタイアする者等に対して協力

金を交付する。 

２ 事 業 内 容

（１） 農地中間管理機構事業 

機構が農地を借り入れし、担い手へまとまりのある形で貸し付けるために必要な

経費等を助成する。 

（２） 機構集積協力金交付事業 

  機構を通して担い手へ転貸された面積について、国からの配分額の範囲内で以下

の単価で交付する（国の配分額に応じて単価の減額調整を行う場合がある）。 

ア 地域に対する支援 

（ア）地域集積協力金 

人・農地プランの話し合いに基づき、機構にまとまった農地を貸し付けた地

域へ交付する（地域内の全農地面積のうち機構への貸付割合に応じて単価が決

定）。 

２割超５割以下：1.0万円/10a以内（津波被災地域1.4万円/10ａ以内） 

５割超８割以下：1.4万円/10a以内（津波被災地域1.9万円/10ａ以内） 

８ 割 超：1.8万円/10a以内（津波被災地域2.3万円/10ａ以内） 

※旧警戒区域等 

２割超５割以下：2.0万円/10a以内（津波被災地域2.4万円/10ａ以内） 

５割超８割以下：2.8万円/10a以内（津波被災地域3.2万円/10ａ以内） 

８ 割 超：3.6万円/10a以内（津波被災地域4.0万円/10ａ以内）  

イ 個々の出し手に対する支援 

（ア）経営転換協力金 

機構に対し農地を貸し付け、経営転換又はリタイアする者等へ交付する。 

０．５ha以下      ：30万円/戸以内 

０．５ha超２．０ha以下：50万円/戸以内 

２．０ha超       ：70万円/戸以内 

（イ）耕作者集積協力金 

機構の借受農地等に隣接する農地を機構に貸し付け、農地の集積・集約化に

協力する者へ交付する。 

0.5万円/10ａ以内  

※旧警戒区域等 

2.0万円／10ａ以内 

３ 事業実施主体  ２の（１） （公財）福島県農業振興公社 、２の（２） 市町村 

【平成30年3月30日現在】
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４ 予 算 額   ８９５，８０７千円 

５ 補 助 率   ２の（１） 定 額 

２の（２） 定 額 

６ 事業実施期間   平成２６年度～平成３２年度 

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３８１】 

【平成30年3月30日現在】
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農業次世代人材投資事業（継続）

１ 趣 旨 

若い世代の農業への参入を促すため、就農前（２年以内）の研修期間及び経営が

不安定な就農直後（５年以内）に資金を交付し、青年の就農意欲の喚起と就農後の

定着を支援する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 農業次世代人材投資資金（準備型） 

就農予定時原則４５歳未満で独立・自営就農又は雇用就農又は親元就農を目

指し、年間１，２００時間以上の就農研修を受講する等、一定の要件を満たす

者に対し、資金を交付する。 

要  件：就農予定時の年齢が原則４５歳未満であること。 

：独立・自営就農又は雇用就農又は親元就農を目指すこと。 

※平成２９年度新規採択者から独立・自営就農する場合は、就農

から５年以内に認定新規就農者または認定農業者になることを

要件化。 

：県が認める研修機関（県農業短期大学校等）や先進農家等で概ね

１年以上の研修を行うこと等。 

交付期間：２年以内 

※平成２９年度新規採択者から国内での２年間の研修を経て海外

研修を行う場合は、交付期間を１年延長。 

交 付 金：年間１５０万円 

（２） 農業次世代人材投資資金（経営開始型） 

独立・自営就農時の年齢が原則４５歳未満の認定新規就農者であり、農業経

営者となる強い意欲を有していること。また、人・農地プランに位置付けられ

るか、農地中間管理機構から農地を借り受ける等、一定の要件を満たす者に対

し資金を交付する。 

要  件：独立・自営就農時の年齢が原則４５歳未満であること。 

：就農５年後に農業で経営が成り立つ計画を有していること。 

：人・農地プランに位置付けられること。あるいは、農地中間管理

機構から農地を借り受けていること。 

：認定新規就農者であること。 

※平成２９年度新規採択者から、交付終了後は交付期間と同期間

営農を継続することを要件化。 

交付期間：最長５年以内 

交 付 金：年間最大１５０万円（夫婦での交付は年間最大２２５万円） 

※平成２７年度新規採択者から、前年の所得（１００万円以上３

５０万円未満）に応じた交付金額の変動制を適用。平成２８年

度新規採択者から交付３年目に中間評価を導入。平成２９年度

新規採択者から中間評価でＡ評価の者のうち希望者に経営発

展支援金を交付。 

【平成30年3月30日現在】
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３ 事業実施主体 ２の（１） 公益財団法人福島県農業振興公社 

（福島県青年農業者等育成センター） 

２の（２） 市町村 

４ 予 算 額   ５３０，５４２千円 

５ 補 助 率   定額 

６ 事業実施期間    平成２７年度～平成３２年度 

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３４０】 

【平成30年3月30日現在】
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未来を拓く新規就農者等育成支援事業（継続） 

１ 趣 旨 

  農業・農村を担う農業者を育成するため、「農業経営基盤の強化の促進に関する

基本方針」に基づき、就農希望者等に対してきめ細かな就農相談等の就農啓発活動

を実施するとともに、若い農業者、さらに、これらの育成に指導的な役割を果たし

ている農業士の活動を支援する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 若い農業者支援事業 

ア 就農誘導支援事業 

公益財団法人福島県農業振興公社（福島県青年農業者等育成センター）に

対し、新規就農希望者の円滑な就農を誘導するために必要な経費を補助する。 

イ 農業青年リーダー育成事業 

福島県青年農業者等育成センターに対し、農業青年リーダーの育成を目的

に行う農業青年クラブ組織活動への支援等に必要な経費を補助する。 

ウ 「ふくしまの農業 未来トーク」の開催 

知事と若い農業者との懇談を開催し、若い農業者の意見を集約し施策に反

映する。 

（２） 農業士活動支援事業 

若い農業者の就農促進や育成に指導的な役割を果たしている農業士を計画

的に確保し県が認定を行うことにより、新規就農者の就農から育成・定着に向

けた総合的な支援体制を整備する。 

３ 事業実施主体 ２の（１）のア、イ 公益財団法人福島県農業振興公社 

（福島県青年農業者等育成センター） 

           ２の（１）のウ、（２） 県 

４ 予 算 額   １，８６６千円

５ 補 助 率   １０／１０以内

６ 事業実施期間   平成２７年度～平成３２年度 

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３４０】 

【平成30年3月30日現在】
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売れる！大豆・麦・そば魅力ある産地づくり事業（継続） 

１ 趣    旨  

本県の大豆・麦・そばは、震災以降作付面積が大きく減少し、さらに生産者の高齢化

と担い手不足によって適期の作業が容易でなく、加えて品種更新の遅れ等の理由から収

量・品質が全国平均を下回り、生産者の意欲は減退している。その一方で新たな産地が

形成され団地面積が拡大するなど、生産拡大の兆しが見られる。 

  このため、実需者の求める品種の導入や販路開拓等に対する支援及び新技術等の取組

に対して支援することで収量・品質の向上と作付面積の拡大を図り、新しい「売れる産

地」をつくる取組を推進する。

２ 事 業 内 容 

（１） 売れる県産をつくる！産地づくり活動支援事業

   大豆・麦・そば等の畑作物について、生産者団体等による消費者・実需者の求め

る品種の導入や実需者と連携した加工品試作等の「売れる産地づくり」活動を支援

する。 

（２） 売れる県産をつくる！高収量・高品質化支援事業 

    収量と価格の回復・向上による農業所得の向上と被災地域における産地復活のた

め、大豆・麦・そば等の高収量・高品質化技術導入の現地試験や技術研修会を開催

することで技術導入のモデル産地を育成する。 

３ 事業実施主体   県、市町村、生産団体、農業者等 

４ 予 算 額   ５，５５０千円

５ 補 助 率   定額、１／２以内 

６ 事業実施期間   平成２９年度～平成３１年度 

【担当課：生産流通総室水田畑作課 ０２４－５２１－７３６９】  

【平成30年3月30日現在】
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産地パワーアップ事業

（強い農業づくり整備事業）（継続）

１ 趣   旨

  地域一丸となって収益力強化に計画的に取り組む産地の農業者等に対し、計画の

実現に必要な農業機械のリース導入や集出荷施設の整備に係る経費等を支援する。 

２ 事 業 内 容

（１）集出荷施設等の整備 

（２）農業機械の導入（リース含む）等 

（３）事業計画の策定及び農業機械の導入実証 

３ 事業実施主体   市町村、農業者、農業団体、民間事業者等 

４ 予 算 額   ７８８，７６０千円 

５ 補 助 率   １／２以内 等 

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３０年度 

【担当課：生産流通総室園芸課 ０２４－５２１－７３５７】 

【平成30年3月30日現在】
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実り豊かなふくしまの産地整備事業（新規） 

１ 趣    旨 

「ふくしま農林水産業新生プラン」の実現に向け、戦略的な生産拡大や産地づくりな

どに重点的に取り組む。 

特に、国庫事業「産地パワーアップ事業」の要件に満たない産地の創意工夫や新たな

挑戦に係る取組を支援する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 園芸作物支援対策 

ふくしま恵みイレブン園芸６品目などを対象に、園芸用栽培施設及び付帯設備の

導入、県オリジナル品種の普及推進、簡易養液栽培施設の導入や更なる単収向上を

期待できる環境制御システム等の新たな生産システムの普及拡大を支援する。 

（２） 土地利用型作物支援対策 

大豆、麦類、そば、なたね、飼料作物及び主要農作物（稲・麦類・大豆）種子を

対象に、低コスト化、高品質化及び生産拡大を図るための取組や、新規に種子生産

に取り組む、又は新品種を導入するために必要な機械・機器の導入を支援する。 

３ 事業実施主体

（１） 園芸作物支援対策 

市町村、農業協同組合等農業団体、営農集団、農業法人（３戸以上の農業者が受

益者となる場合に限る。） 

（２） 土地利用型作物支援対策 

市町村、市町村単位農業公社、農業協同組合、ＪＡ出資型法人、営農集団（３戸

以上の農業者が受益者となる場合に限る。） 

４ 予 算 額   ４６，１１２千円

５ 補 助 率   １／３以内。ただし、ＦＧＡＰ以上の認証取得済み又は認証を目

指す産地は、４／１０以内（飼料作物支援タイプ及び主要農作物種

子支援タイプを除く。）。 

６ 事業実施期間   平成３０年度～平成３２年度 

【担当課：生産流通総室園芸課 ０２４－５２１－７３５５】  

【平成30年3月30日現在】
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園芸作物生産転換促進事業 

（実り豊かなふくしまの産地支援事業）（新規） 

１ 趣    旨 

実需者ニーズに対応した野菜や果樹、花きの生産拡大を実現するため、水田地帯にお

いて水稲から園芸作物への転換を図り、生産者と実需者等の関係者が連携して取り組む

新しい園芸産地育成を支援する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 産地の合意形成 

水稲から園芸作物への転換に向けて、生産者間で生産体制の構想を検討するとと

もに、流通業者や実需者を含めたコンソーシアムの検討等に係る取組を支援。 

（２） 品種の選定や出荷先の確保 

新たに園芸作物に取組に当たり、産地の気象・土壌条件に適した品種の検討や、

事業実施後の計画取引の実現に向けて実需者と協議等に係る取組を支援。 

（３） 排水対策や栽培技術の確立 

水田地帯で園芸作物への転換が可能かを検証するため、地下水位制御システム等

の導入による排水対策の実証、栽培技術確立のための実証ほの設置、技術講習会の

開催等の取組を支援。 

（４） 機械・施設のリース方式による導入等 

低コスト生産に必要な機械化一貫体系や、施設野菜等の生産に必要なハウスの導

入、導入する機械・施設に対応する栽培技術の実証等の取組を支援。 

３ 事業実施主体   生産者、実需者、市町村等で構成されるコンソーシアム 

（但し、生産者及び実需者は必須の構成員）

４ 予 算 額   １００，５００千円

５ 補 助 率   定額、１／２以内 

６ 事業実施期間   平成３０年度～平成３２年度 

  【担当課：生産流通総室園芸課 ０２４－５２１－７３５５】  

【平成30年3月30日現在】
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畜産競争力強化対策整備事業（継続）

１ 趣   旨

畜産業の復興・再生を推進するため、地域の中心的経営体（畜産農家、新規参入者、

飼料生産受託組織等）の収益性の向上、畜産環境問題への対応に必要な施設整備や家

畜導入を支援する。

２ 事 業 内 容

(1) 畜産競争力強化対策整備事業

   畜産クラスター協議会が策定した畜産クラスター計画に位置づけられた地域の中

心的経営体（畜産農家、新規参入者、飼料生産受託組織等）の収益性の向上、畜産環

境問題への対応に必要な施設整備や家畜導入を支援する。

３ 事業実施主体  畜産クラスター協議会

４ 予 算 額  ４０２，６４０千円

５ 補 助 率  施設整備    事業費の１／２以内

          家畜導入上限額 妊娠牛  ２７５千円

                  繁殖雌牛 １７５千円

                  繁殖雌豚  ４０千円

６ 事業実施期間 平成３０年度

【担当課：生産流通総室 畜産課 ０２４－５２１－７３６６】 

【平成30年3月30日現在】
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遊休農地活用促進総合対策事業（一部新規） 

１ 趣    旨 

  遊休農地の活用を促進するため、国の荒廃農地等利活用促進交付金等を活用し、農業

者等が行う農地の再生作業等支援するとともに、再生が困難な農地の活用についても検

討を進める。 

また、農業体験や研修等による遊休農地の活用について支援する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 遊休農地活用推進事業 

遊休農地の活用を進めるため、関係団体との連携等を図り、新たな推進組織の設

立の検討を行うとともに、市町村等が農地法第四章に基づいて行う遊休農地に関す

る措置の適正な執行を支援する。 

（２） 再生困難農地活用推進事業 

    再生が困難な荒廃農地の利活用を促進するため、地域の関係者による具体的な利

活用方策を検討する。 

（３） 農業体験・研修農園整備遊休農地活用推進事業 

    地域の多様な主体が行う遊休農地や篤農家等の人材を活用した体験農場や研修農

場の整備を支援する。 

（４） （新）荒廃農地等利活用促進交付金事業 

    国が創設した荒廃農地等利活用促進交付金を活用し、農業者や農業者が組織する

団体等が、荒廃農地等を引き受けて営農を再開するために行う農地の再生作業や土

壌改良、施設整備等を支援する。 

（５） （新）遊休農地等保全対策支援モデル事業 

    遊休化した農地の活用・保全を図るため、遊休農地の再生作業等に国の交付金の

活用が見込めない地域において、市町村が策定する遊休農地の保全計画の実現に向

けた支援をモデル的に実施する。 

３ 事業実施主体   ２の（１）、（２） 県 

           ２の（３） 市町村、地域耕作放棄地対策協議会、 

農業委員会、農業協同組合、農業者の組織する団体、 

土地改良区、公社、ＮＰＯ法人等 

           ２の（４）、（５） 市町村 

４ 予 算 額   ４，１７９千円

５ 補 助 率   ２の（１）、（２） － 

           ２の（３）  定額（予算の範囲で総額１，９５０千円、上限は

面積に応じて変動） 

【平成30年3月30日現在】
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                     10a～20a未満：265千円、20a～40a未満：

430千円、40a以上：655千円 

           ２の（４）  定額又は事業費の１／２以内 

           ２の（５）  定額（１０ａ当たり３０千円） 

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３２年度 

【担当課：農村整備総室農村振興課 ０２４－５２１－７４１５】  

【平成30年3月30日現在】
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経営体育成基盤整備事業（一般） 等（継続）

１ 趣 旨 

農業競争力の強化を進めるため、農地中間管理機構と連携した担い手への農地集積・

集約化や農業の付加価値化など、農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を実施する。 

２ 事 業 内 容

区画整理、農業用用排水施設、農道、暗渠排水、客土 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額 １，０５４，１１３千円 

５ 補 助 率   一 般 地 域：国 ５０％、県 ２７．５％（３０％） 

            中山間地域等：国 ５５％、県 ２７．５％ 

※（ ）書きは平成２４年度までに採択された地区のみ 

６ 事業実施期間   平成９年度～平成３４年度 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１０】  

【平成30年3月30日現在】
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県単基幹水利施設ストックマネジメント事業 等（継続） 

１ 趣    旨  

国・県営土地改良事業により造成された農業水利施設の相当数が老朽化の進行ととも

に、更新を必要とする施設が増加している。今後も増加してゆく更新需要に対して、農

業水利施設の長寿命化を図ることにより、施設の有効活用と財政負担の平準化を図る。  

２ 事 業 内 容 

ダム、頭首工、用排水機場、基幹用排水路等の基幹水利施設について、施設の劣化   

状況等を調べる機能診断を行い、機能保全計画を策定し、当該機能診断結果に基づき必

要な対策工事を実施する。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ９１９，８４８千円

５ 補 助 率   国 １／２、県 １／４ 

６ 事業実施期間   平成２３年度～平成３２年度 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１７】  

【平成30年3月30日現在】
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福のしま「きのこの里づくり」事業（一部新規） 

１ 趣 旨 

ほんしめじ（県オリジナル品種）による産地化の推進と販売促進活動の強化により、

生産者の所得向上を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１）新品種定着化事業 

ほんしめじ（県オリジナル品種）のモデル地区を設定し、菌床培地等の供給に合わ

せて栽培指導を行い産地育成を図る。 

（２）新品種需要開拓事業 

   栽培されたきのこについて、県内の旅館等需要先を開拓し、食材提供に係るマッチ

ングを進め、食材提供の需給調整を行う。 

（３）効率的な大量生産技術の開発 

   効率的に大量の培地を作成するため、培地基材の改良や菌床製造の機械化等製造工

程の見直しを行う。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １３，６９６千円 

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２９年度～平成３０年度 

【担当課：森林林業総室林業振興課 ０２４－５２１－７４３２】  

【平成30年3月30日現在】
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ふくしま森林再生事業（継続） 

１ 趣 旨 

県内の森林は広範囲に放射性物質の影響を受けており、森林所有者等による森林整備

が停滞している森林について、市町村等の公的主体が間伐などの森林整備と放射性物質

対策を一体的に実施し、森林の有する多面的機能の発揮を確保する。 

２ 事 業 内 容 

（１）森林整備 

間伐等の森林施業と路網整備により森林の有する多面的機能を維持しながら放射性

物質の拡散防止等を図る。 

（２）放射性物質対策 

（１）の森林整備を実施するための計画作成や森林所有者の同意取得などを行うと

ともに、森林内の放射性物質の動態に応じた対策を実施する。また、施業後の事業効

果の分析・評価等を合わせて実施する。 

３ 事業実施主体   市町村、森林整備法人、県 

４ 予 算 額   ４，７４７，３４９千円 

５ 補 助 率   ２の（１） 市町村    ４／１０（実質補助率７２％） 

森林整備法人 ５／１０（実質補助率９０％） 

２の（２） １０／１０以内 

６ 事業実施期間   ２の（１） 平成２５年度～平成３２年度 

２の（２） 平成２５年度～平成３２年度 

【担当課：森林林業総室森林整備課 ０２４－５２１－７４２９】  

【平成30年3月30日現在】
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広葉樹林再生事業（継続） 

１ 趣 旨 

放射性物質の影響が比較的小さい会津地域においても、きのこ原木の指標値を超える

原木林が見受けられ、きのこ原木の生産が停止している状況にあるため、将来のきのこ

原木の安定供給に向け、次世代の原木林となる広葉樹林の再生を図る。 

２ 事 業 内 容 

既存のきのこ原木林等広葉樹林を次世代へ更新するため、必要な伐採（皆伐等）、作

業道の整備を実施する。 

３ 事業実施主体   市町村等 

４ 予 算 額   ９５，３７６千円 

５ 補 助 率   １０／１０以内 

６ 事業実施期間   平成２６年度～平成３２年度 

【担当課：森林林業総室森林整備課 ０２４－５２１－７４２９】  

【平成30年3月30日現在】
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森林情報活用路網整備推進事業（新規） 

１ 趣 旨 

森林の適切な管理に向けた計画的な間伐等森林整備の着実な実施と素材生産の一層

の効率化に資するため、航空レーザ計測によるデータの活用により高精度の森林情報を

取得し、市町村ごとの路網整備計画の策定を支援する。 

２ 事 業 内 容 

航空機から地上にレーザを照射し、その反射波により高精度の地形情報及び森林情報

を取得し、市町村ごとの林業専用道全体計画策定委託事業を実施する。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ９３３，６２４千円 

５ 補 助 率    －    

６ 事業実施期間    平成３０年度～平成３２年度 

【担当課：森林林業総室森林整備課 ０２４－５２１－７４３０】  

【平成30年3月30日現在】
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林道災害復旧事業（継続） 

１ 趣 旨 

異常気象等により被災した林道施設について復旧事業を実施し、林業の維持、山村地

域住民の生活の安定を図る。 

２ 事 業 内 容 

市町村等が維持管理する林道施設の被災箇所について復旧事業を実施する。 

３ 事業実施主体   市町村等 

４ 予 算 額   ５０９，０８２千円 

５ 補 助 率   奥地林道   ６５％ 

奥地林道以外 ５０％ 

※ 単年災高率補助、連年災高率補助、激甚災害高率補助の基準

に該当する場合は補助率の嵩上げが行われる。 

６ 事業実施期間   災害が発生した年を含め原則３年間 

【担当課：森林林業総室森林整備課 ０２４－５２１－７４３０】  

【平成30年3月30日現在】
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木材加工流通施設等整備事業（新規） 

１ 趣 旨 

避難指示の解除が進む中、失われた地場産業を復活させ、安定した雇用の場を確保す

るため、住宅再建や復興関連施設等の地元需要にも対応した木材製品の供給体制を整備

する。 

２ 事 業 内 容 

被災地域における木材加工流通施設等の整備を支援する。 

３ 事業実施主体   市町村等

４ 予 算 額   １，６５６，０００千円 

５ 補 助 率   ３／４以内 

６ 事業実施期間   平成３０年度～ 

【担当課：森林林業総室林業振興課 ０２４－５２１－７４３２】  

【平成30年3月30日現在】
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先端技術活用による水産業再生実証事業（新規） 

１ 趣 旨 

本県水産業の復興に向けて、効率的漁業の実践、本県水産物の競争力強化により、少

ない労力で高い収益を得る、新たな水産業「ふくしま型漁業」の実証により、漁業再開

後の姿を明示する必要がある。 

このため、県内漁港の水揚情報を水産試験場が収集するシステムを復旧した上で、収

益性の高い漁業を実現する操業支援技術や、付加価値を高める加工技術について実証研

究に取り組むとともに、生産現場への速やかな展開を行う。 

２ 事 業 内 容 

（１）漁獲情報共有システム構築事業（23,547千円）

漁協の水揚情報を活用し、魚種別、漁業種類別漁獲量、単価変動など資源の迅速な

評価、県統計の効率的な作成が可能な、水産試験場の水産情報システムを構築する。 

また、漁協が持つ各種データのうち、販売情報について必要な機能を追加し、水産

試験場との間でデータを共有化するためのシステムを構築する。 

（２）ＩＣＴ分野先端技術活用実証研究（100,548千円） 

   操業コストの削減と販売収入の増加による収益性の高い漁業の実現に向けて、効率

的かつ効果的な操業と資源管理を支援するため、必要な各種情報の収集・配信システ

ムを構築する。 

（３）利用加工分野先端技術活用実証研究（50,002千円） 

   本県の水産業復興、振興を推進するため、加工品開発による付加価値向上や加工品

生産における低コスト化を図り、最適な流通・販売システムを構築する。 

（４）社会実装拠点運営（3,837千円） 

   先端技術活用による水産業再生実証事業で実用化された技術体系の速やかな社会実

装を図るため、情報発信、技術研修、現場指導等を行う。 

３ 事業実施主体

（１） 県、団体 

（２）、（３）、（４） 県、民間企業又は団体、研究機関等によるコンソーシアム 

４ 予 算 額   １７７，９３４千円 

５ 事業実施期間    

（１） 平成３０年度 

（２）、（３）、（４） 平成３０年度～平成３２年度 

担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３６ 

生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７９  

【平成30年3月30日現在】
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栽培漁業振興対策事業（継続） 

１ 趣 旨 

東日本大震災により本県の種苗生産施設が被災し、アワビ、ヒラメ及びアユの種苗生

産、放流が困難となった。しかし、従来からの種苗放流を継続し、資源を維持していく

取組みを行い漁業地域の復興を進める種苗生産・放流団体へ支援を行う。併せて、平成

３０年度内に供用が開始される種苗研究・生産施設において、アワビ種苗生産を行う。 

２ 事 業 内 容 

（１） 種苗放流支援事業（アワビ・ヒラメ） 

本県沿岸におけるアワビ、ヒラメの種苗放流を継続するため、公益財団法人福島

県栽培漁業協会が職員を県外の機関へ派遣し種苗を生産する取組を支援する。 

（２） 種苗放流支援事業（アワビ種苗生産） 

平成３０年度内に供用が開始される種苗研究・生産施設において、アワビの種苗

生産を行う。 

（３） 種苗放流支援事業（アユ） 

内水面の漁業協同組合が行うアユの種苗放流を支援する。 

３ 事業実施主体   （１） 公益財団法人福島県栽培漁業協会 

（２） 県 

（３） 内水面漁業協同組合 

４ 予 算 額   １８８，６４７千円 

５ 補 助 率   （１） 定額 

（２） － 

（３） ２／３以内 

６ 事業実施期間   平成３０年度～平成３２年度 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７８】  

【平成30年3月30日現在】

-97-



さけ資源増殖事業（継続） 

１ 趣 旨 

東日本大震災により本県のサケ増殖組合の多くが被災し、復旧するまでの間、被災

を逃れた組合のみでふ化・放流に取り組むこととなった。このため、それらのさけ増

殖団体が行う回帰率の高い大型種苗を放流する取組を支援する。 

２ 事 業 内 容 

さけ増殖団体が取り組む大型種苗生産の経費に対して助成する。 

３ 事業実施主体   福島県鮭増殖協会 

４ 予 算 額   ３８，２２７千円 

５ 補 助 率   ２／３以内 

６ 事業実施期間   平成２３年度～平成３０年度 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７８】  

【平成30年3月30日現在】
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鳥獣被害対策強化事業（一部新規） 

１ 趣    旨 

農作物等被害防止のためには、有害鳥獣の計画的な捕獲対策が必要であることから、

市町村等が取り組むイノシシ等の有害捕獲の取組を支援するとともに、地域ぐるみで取

り組む総合的な対策の推進や鳥獣被害対策の専門的な知識を有した市町村リーダーの

育成を支援し、地域農業の振興と復興を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１） イノシシ等有害捕獲促進事業 

 ア イノシシ等有害捕獲促進事業 

   有害捕獲により実施するイノシシ等捕獲の取組に対し、捕獲経費の一部を助成し、

イノシシ等管理計画におけるイノシシ等捕獲目標頭数の達成を支援する。 

 イ イノシシ等有害捕獲促進に係る被害防止施設等整備事業 

   有害捕獲に加え、生息環境管理、被害防除の対策を総合的に取り組む集落を支援す

る。 

（２） 鳥獣被害対策市町村リーダー育成モデル事業 

 ア 鳥獣被害対策市町村リーダー育成支援事業 

   地域に密着した鳥獣被害対策を推進するため、市町村等における専門的知識を有し

た市町村リーダーを配置し、育成するモデル的な実証の取組を支援する。 

 イ（新）鳥獣被害対策市町村リーダー候補者の育成 

   市町村等では、専門的知識を有した市町村リーダーを確保することが課題であるこ

とから、市町村リーダー候補者の育成に取り組む。 

 ウ 市町村リーダー育成高度化研修の実施 

   現状分析による課題の整理及び地域の実情に応じた有効な対策の検討並びにＰＤＣ

Ａサイクルに基づく対策の実践を行う研修を実施する。 

３ 事業実施主体 

２の（１）ア、イ、（２）ア  市町村又は協議会等 

２の（２）イ、ウ  県 

４ 予 算 額   １０７，７９７千円（内、市町村等補助 ９８，１６０千円） 

５ 補 助 率

２の（１）ア、イ、（２）ア  定額 

６ 事業実施期間   平成３０年度～平成３２年度 

【担当課：農業支援総室環境保全農業課 ０２４－５２１－７４５３】 

【平成30年3月30日現在】
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地域産業６次化戦略実践事業（継続） 

１ 趣    旨 

地域産業６次化を推進するため、農林水産物の高付加価値化や新たな販路拡大につな

がる人材育成、異業種との交流、売れる商品づくりなどを支援する。 

２ 事 業 内 容 

（１） ふくしま６次化人材育成事業 

個人のニーズやレベルに応じた「ふくしま６次化創業塾」を開塾し、異業種進出

を支援するとともに、地域の核となる６次化の人材を育成する。 

（２） ふくしま６次化プラットフォーム強化事業 

ア オールふくしま戦略推進・交流拡大事業 

地域産業６次化を推進する県域のプラットフォーム機能強化による６次化戦

略の着実な促進を図るとともに、全県的なニーズマッチング機会を創出するため

の全県交流会、求評会等を開催する。 

イ ふくしま６次化ネットワークチャレンジ事業 

各地方ネットワーク会員の交流や売れる商品開発・販売に向けたマッチング

を加速化させるため、交流会や求評会を開催する。 

ウ イノベーター活用６次化フォローアップ事業 

商品開発や商品デザインの改良、販売戦略の立案等の専門知識を有するイノ

ベーターを派遣し、６次化に取り組む事業者の事業革新を促進する。 

エ ６次化コーディネーター配置 

 地域に精通する経験豊かな６次化コーディネーターを県内に配置し、６次化に

関する総合的な相談の対応や事業計画等の策定等への支援を行う。 

（３） ６次化ステップアップ強化事業 

競争力のある６次産業化へのレベルアップを図るため、売れる商品の開発に

取り組む農林漁業者等を支援する。 

ア 新商品開発チャレンジ事業 

県産農林水産物を活用した新商品開発又は改良等を行う農林漁業者や農業者

を含む組織・団体等に対して補助を行う。 

イ 売れる６次化商品実践事業 

県産農林水産物を活用した新商品を自ら生産開始又は生産拡大するために必

要な加工機械等の設備投資を行う場合の補助を行う。 

ウ レベルアップ地域産業６次化支援事業 

（ア） ６次産業化支援体制整備事業 

 市町村等が６次産業化を推進する戦略策定等の取組を支援する。 

（イ） ６次産業化施設整備事業 

【平成30年3月30日現在】
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 事業者の６次化認定に基づく施設整備を支援する。 

３ 事業実施主体   ２の（１）～（２） 県 

             （３）のア 農林漁業者、農業者を含む組織・団体 

             （３）のイ ６次化実践事業者（認定農業者含む） 

             （３）のウの（ア） 市町村 

             （３）のウの（イ） 農林漁業者の組織する団体等、 

中小企業者 

４ 予 算 額   １０２，２１２千円

５ 補 助 率   ２の（３）のア 補助対象経費の２／３以内 

               （補助額１００千円以上１，０００千円以内） 

             （３）のイ 補助対象経費の２／３以内 

               （補助額１，０００千円以上３，０００千円以内） 

             （３）のウの（ア） 定額 

             （３）のウの（イ） ３／１０以内（上限１億円） 

６ 事業実施期間   平成２９年度～平成３０年度 

【担当課：生産流通総室農産物流通課 ０２４－５２１－８０４１】  

【平成30年3月30日現在】
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元気な農村創生企業連携モデル事業（継続） 

１ 趣    旨  

本県の基幹産業である農林水産業の再生のため、都市側企業等と県内の農村部が地域

資源を活用して行う交流と連携を推進し、両者がWin-Winとなる関係を構築することを

支援し、農村地域における所得の向上と雇用の確保、さらには風評の払拭につなげ、も

って復興の加速化と元気な農村の創生を図る。

２ 事 業 内 容 

（１） 元気な農村創生企業連携促進調査・支援事業 

都市側企業に向けて県内の農村での取り組みをわかりやすく提示し、企業が県内

で実施する研修等の活動を容易にするため、都市側企業に対し、農村での取組など

必要な情報を提供するとともに、企業への広報活動を行う。 

（２） 元気な農村創生企業連携モデル推進事業 

耕作放棄地再生作業や農繁期の農作業などの農村体験メニューや高齢者や女性の

力を発揮したおもてなしメニューの開発、受入体制の組織化と企業への研修企画提

案を支援する。 

３ 事業実施主体   ２（１）県 

   ２（２）本事業実施６地区 

４ 予 算 額   １８，３１４千円

５ 補 助 率   ２（１）－

   ２（２）定額（上限８５０千円）

６ 事業実施期間   平成２７年度～平成３０年度 

【担当課：農村整備総室農村振興課 ０２４－５２１－７４１５】  

【平成30年3月30日現在】

-102-



地域の力で進める！鳥獣被害対策事業（一部新規） 

１ 趣 旨 

農作物等における鳥獣被害防止による地域振興のため、県が主体となり、集落アンケ

ートの実施やモデル集落の設置による集落特性に応じた対策の実証・普及に取り組むと

ともに、地域や集落で中心となって取り組む人材育成に取り組む。 

また、被害防止計画を作成した市町村協議会が実施する鳥獣被害防止活動を支援し、

地域の力で進める鳥獣被害対策を推進する。 

２ 事 業 内 容 

（１）鳥獣被害対策推進事業

鳥獣被害防止総合対策交付金事業等の補助事業の円滑な実施や地域ぐるみで総合的

かつ効果的な鳥獣被害対策の取組の普及・拡大を図るため、関係機関の会議等を開催

し、対策の推進を図る。 

（２）（新）集落特性に応じた鳥獣被害対策実証・普及事業 

 ア 集落アンケートによる被害状況調査 

県内全域について、集落等の代表者を対象に農作物被害状況に関するアンケートを

行い、対策に必要な基礎資料を得る。 

 イ モデル集落実証・普及活動 

有害鳥獣による農作物等の被害軽減により一層の農業振興等に資するため、総合的

な対策に取り組むモデル集落を県が主導して実証するとともに、現地研修会等により

その普及拡大を図る。 

（３）鳥獣被害対策人材育成強化事業 

地域ぐるみの効果的な対策を推進するため、地域や集落で中心となって取り組む人

材の育成の強化を図る。 

（４）鳥獣被害防止総合対策事業 

   鳥獣被害防止特措法に基づく被害防止計画を策定した市町村の協議会が実施する鳥

獣被害防止活動等を支援する。 

３ 事業実施主体   ２の（１）、（２）、（３）…県 

２の（４） 市町村、協議会等 

４ 予 算 額   ３０７，９６７千円 

５ 補 助 率   ２の（４） 定額、１／２以内 

６ 事業実施期間   平成３０年度～平成３２年度 

【担当課：農業支援総室環境保全農業課 ０２４－５２１－７４５３】 

【平成30年3月30日現在】
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震災対策農業水利施設整備事業（継続） 

１ 趣    旨  

東日本大震災を踏まえ、農業用ダム・ため池の耐震性検証とハザードマップ作成を行

い、農村地域の防災・減災対策を進める。 

２ 事 業 内 容 

（１） 耐震性検証 

農業用ダム・ため池の耐震性を検証する。 

（２） ハザードマップ作成 

    農業用ダム・ため池に災害が発生した場合に備え、ハザードマップを作成する。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １６６，２６０千円

５ 補 助 率   国 １０／１０ 

６ 事業実施期間   平成２５年度～平成３０年度 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１７】  

【平成30年3月30日現在】
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ため池等整備事業（継続） 

１ 趣    旨 

築造後における自然的・社会的状況の変化等に対応する場合又は人命、人家若しくは

公共施設等に被害を及ぼす災害の発生するおそれがある場合に早急に整備を要するた

め池等の改修等を実施する。

２ 事 業 内 容 

（１）  ため池整備工事 

老築化したため池の決壊等による農地、農作物および農業用施設等の被害を未然

に防止する。 

（２）  用排水施設整備工事 

用排水施設の築造後における自然的、社会的条件変化に伴い、農地等に被害を与

える恐れのあるものについて、補強、改修を行い、災害を未然に防止する。 

（３）  災害管理施設整備工事 

    危機管理システム等を整備することにより、農業用施設が被災した場合に発生す

る災害を未然に防止する。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ２１６，３０５千円

平成３０年度当初 １２６，００３千円 

平成２９年度２月補正  ９０，３０２千円 

５ 補 助 率   ２の（１）小規模 

一般地域  ：国１／２、県２９％ 

                中山間地域等：国５５％、県２９％ 

           ２の（２）小規模 土砂崩壊防止工事 

一般地域  ：国１／２、県３３％ 

                中山間地域等：国５５％、県３３％ 

           ２の（３）一般地域  ：国１／２、県２９％ 

                中山間地域等：国５５％、県２９％ 

６ 事業実施期間   平成２６年度～平成３２年度 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１８】  

【平成30年3月30日現在】
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県管理施設維持管理事業（継続） 

１ 趣    旨 

本県の農林水産省農村振興局所管の地すべり防止区域（４１区域、Ａ＝１，８６９．

５ｈａ）及び海岸保全区域（２０海岸、Ｌ＝２０，０５６ｍ）等の施設は、関係法令に

基づき県知事が管理することとなっている。 

  近年、施設の老朽化や、温暖化の進行等で災害発生のリスクが高まっていることから、

災害を未然に防止するため、施設の補修や維持を実施する。

２ 事 業 内 容 

（１） 地すべり防止区域維持管理 

    地すべり防止区域を適正に管理するため、集水井などの地すべり防止施設の機能

回復・維持等を行う。 

（２） 海岸保全区域維持管理 

    海岸保全区域を適正に管理するため、海岸施設の補修等や維持管理の基本となる

海岸保全区域台帳補正を行う。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １０，５０８千円

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２４年度～平成３２年度 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１９】  

【平成30年3月30日現在】
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農業水利施設保全合理化事業（継続） 

１ 趣    旨  

老朽化した農業水利施設を有する地区においては、水管理労力の負担が重くなり、担

い手の負担となっている。このため、旧来の水利システムの再編に伴う水利使用の見直

し、パイプライン化等による水管理の省力化、機能診断や補修による農業水利施設の長

寿命化及び安全性の向上を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１） 水利用調整 

    水利用使用の見直し、環境用水等の用水の向上支援 

（２） 管理省力化 

水管理を合理化・省力化する農業用用排水施設に関する施設の整備 

（３） 機能保全計画策定 

 農業用用排水施設の機能診断結果に基づく機能保全に必要な対策を定めた計画

の策定 

３ 事業実施主体   県、市町村、土地改良区 

４ 予 算 額   １６９，８３８千円

５ 補 助 率   ２の（１）、（２）５０（５５）／１００以内（ ）は中山間地域 

           ２の（２）定額 

６ 事業実施期間   平成２６年度～平成３０年度 

【担当課：農村整備総室農地管理課 ０２４－５２１－７４１９】  

【平成30年3月30日現在】
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基幹水利施設管理事業 等（継続） 

１ 趣    旨  

農業水利施設は農業生産基盤の中核を成す重要な施設であるとともに、環境、防災、

国土保全等に資する機能を果たすなど、その公共性・公益性は益々高まっており、施設

機能の適正な管理が望まれている。 

  このため、農業水利施設を適正に管理していくことが不可欠であることから、その管

理に対して支援を行う。

２ 事 業 内 容 

  国営事業で造成したダム及び頭首工等の基幹水利施設の管理や、国営造成施設及び附

帯県営造成施設の管理体制の整備を図るとともに、農業水利施設の機能の保持等のため

必要となる整備補修を実施する。 

３ 事業実施主体   県、市町村、土地改良区、土地連 

４ 予 算 額   ２７８，７８７千円

５ 補 助 率   国５０％～３０％、県５０％～２５％ 

６ 事業実施期間   平成３０年度 

【担当課：農村整備総室農地管理課 ０２４－５２１－７４１９】  

【平成30年3月30日現在】
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治山災害復旧事業（過年災）（継続） 

１ 趣 旨 

東日本大震災により被災した治山施設の速やかな復旧を図り、山地を保全し、住民の

生活の安定を確保する。 

２ 事 業 内 容 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法に基づき、被災した治山施設の災害復旧を実

施する。 

〈平成３０年度実施地区〉 

昼小屋地区（相馬市） 

大洲地区（相馬市） 

南川原地区（双葉町） 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １，５１４，５２７千円 

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２４年度～平成３１年度 

【担当課：森林林業総室森林保全課 ０２４－５２１－７４４２】  

【平成30年3月30日現在】
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治山事業（一般治山事業）（継続） 

１ 趣 旨 

森林の維持造成を通じて山地に起因する災害から県民の生命・財産を保全することや、

水源かん養、生活環境の保全・形成等を図ることで、安全で安心できる豊かなくらしの

実現を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１）山地治山総合対策 

山地災害等による被害の防止及び保安林の機能を維持強化するため、渓流や山腹斜

面の安定に向けた治山ダム工、土留工等の施設の整備や植栽、森林の造成等を行い、

荒廃地、荒廃危険地等の復旧整備を実施する。 

（２）水源地域等保安林整備 

水源地域等の森林において、森林の有する水源かん養機能を高度に発揮させ、水資

源の確保と国土保全に資するため荒廃地等の復旧整備及び荒廃森林等の整備を総合的

に実施し、県民の生命・財産を保全し、水資源の確保を図る。 

また、荒廃した保安林において保安林の有する機能を回復させるために森林整備を

実施する。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   ４８２，１３８千円 

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２７年度～平成３１年度 

【担当課：森林林業総室森林保全課 ０２４－５２１－７４４２】  

【平成30年3月30日現在】

-110-



治山事業（海岸防災林造成事業）（継続） 

１ 趣 旨 

東日本大震災の津波により失われた保安林の機能を確保(回復)するため、多重防御の

一環として海岸防災林造成事業を実施する。 

２ 事 業 内 容 

（１）海岸防災林造成事業 

東日本大震災の津波被害を踏まえ、保安林の津波防災機能を強化することとし、林

帯幅について、市町の復興整備計画に基づき概ね２００ｍに拡大するとともに、盛土

により地下水位から３ｍ程度の植生基盤を確保し、クロマツ等の植栽により「粘り強

い海岸防災林」を整備する。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １０，３３３，９９０千円 

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２３年度～平成３２年度 

【担当課：森林林業総室森林保全課 ０２４－５２１－７４４２】  

【平成30年3月30日現在】
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環境保全型農業直接支払事業（継続） 

１ 趣    旨 

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律に基づき、自然環境の保全に資す

る農業生産活動について支援する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 環境保全型農業直接支払本体交付金 

農業者の組織する団体等が実施する化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減

する取組とセットで行う、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動

を支援する。 

（２） 環境保全型農業直接支払推進交付金 

    環境保全型農業直接支援対事業を実施するため、県及び市町村により確認事務や

推進指導等を行う。 

（３） 環境保全型農業推進指導経費 

環境保全型農業直接支援対策について、全県的な普及推進及び事業効果の早期発

現のための指導を行う。 

３ 事業実施主体   ２の（１） 農業者の組織する団体等 

           ２の（２） 県、市町村 

           ２の（３） 県 

４ 予 算 額   １５１，３２６千円 

５ 補 助 率   ２の（１） ８，０００～３，０００円／１０a 

（取組内容により異なる。） 

           ２の（２） 定額 

６ 事業実施期間   平成２７年度～平成３１年度 

【担当課：農業支援総室環境保全農業課 ０２４－５２１－７４５３】 

【平成30年3月30日現在】
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多面的機能支払事業（継続） 

１ 趣    旨 

農業の持続的発展と多面的機能の健全な発揮に不可欠な農地・農業用水等の資源につ

いては、過疎化・高齢化・混住化等の進行に伴う集落機能の低下により、適切な保全管

理が困難になっている。 

このため、農業者等が行う基礎的な保全活動や地域資源の質的向上を図る多面的機能

の増進に寄与する共同活動を支援する。 

２ 事 業 内 容 

（１） 農地維持支払交付金 

農業者等による活動組織が行う水路の泥上げや農道の路面維持等の地域資源の基

礎的保全活動や農業の構造変化に対応した体制の拡充・強化等などの共同活動に対

し、交付金を交付する。 

（２） 資源向上支払交付金 

地域住民を含む組織が行う水路、農道等の軽微な補修や植栽による景観形成等の

農村環境の良好な保全を始めとする地域資源の質的な向上を図る共同活動や施設の

長寿命化のための活動に対し、交付金を交付する。 

３ 事業実施主体   農業者等で構成する団体 

４ 予 算 額   ２，４５９，０１０千円

５ 補 助 率   国１／２、県１／４、市町村１／４ 

６ 事業実施期間   平成２６年度～平成３２年度 

【担当課：農村整備総室農村振興課 ０２４－５２１－７４１６】  

【平成30年3月30日現在】
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中山間地域等直接支払事業（継続） 

１ 趣    旨 

中山間地域は平坦部と比べ過疎化や高齢化が急速に進行するとともに、担い手の減少

や耕作放棄地が増加することで多面的機能の低下が懸念されている。 

このため、中山間地域において、農業生産条件の不利性を補正し、農業生産活動等の

維持を通じて耕作放棄地の発生の防止、多面的機能の確保及び地域の活性化を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１） 中山間地域等直接支払事業

中山間地域などの農業生産条件の不利な農用地において、農地の管理方法や維持

活動、役割分担等を取り決めた協定を締結し、５年以上継続して農業生産活動を行

う農業者に対し、交付金を交付する。 

（２） 市町村推進事業 

市町村が制度の推進、確認事務、交付事務等に要する経費に対し、交付金を交付

する。 

３ 事業実施主体   市町村 

４ 予 算 額   １，４８２，０３１千円 

５ 補 助 率   国１／２～１／３、県１／４～１／３、市町村１／４～１／３ 

６ 事業実施期間   平成２７年度～平成３１年度 

【担当課：農村整備総室農村振興課 ０２４－５２１－７４１６】  

【平成30年3月30日現在】
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森林の未来を考える懇談会運営事業（継続） 

１ 趣    旨  

県民が参加する森林づくりを推進するため、森林環境基金を適正に管理する。 

また、第６９回全国植樹祭で高まる森林づくりの機運を一過性のものにせず、豊かな

森林を守り育て、健全な状態で次の世代に引き継ぐため、県民主体による被災地から発

信する新たな森林づくりに取り組むための提言を森林の未来を考える懇談会よりいた

だく。  

２ 事 業 内 容 

森林環境基金を適正に管理するため、森林の未来を考える懇談会を開催し、森林環境

基金を活用する事業について意見や評価を行う機会を設け、県民の参画と透明性の確保

を図る。 

県民主体による被災地から発信する新たな森林づくりに取り組むため、森林の未来を

考える懇談会の提言をいただく。 

３ 事業実施主体   県 

４ 予 算 額   １，１５５千円

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３２年度 

【担当課：森林林業総室森林計画課 ０２４－５２１－７４２５】  

【平成30年3月30日現在】
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里山林整備事業（継続） 

１ 趣    旨 

里山林において地域住民が行う、野生動物の生息域との間の緩衝帯の整備や放置され

た危険な枯損木等の整理を支援し、野生動物との共生と被害の抑制を図るとともに、里

山林の環境を整え、住民の森林づくりへの意識醸成を推進する。 

２ 事 業 内 容 

（１）里山林の環境整備 

里山林において、地域住民等が行う次の活動を支援する。 

〇緩衝帯整備：人々の生活圏等と野生動物の生息地との間の緩衝帯の設置など 

〇景観整備：荒廃した里山林内の整理など 

○危険木整理：里山林内の危険な枯損木等の整理 

３ 事業実施主体   任意団体 

４ 予 算 額   ３１，０００千円

５ 補 助 率   定額 

６ 事業実施期間   平成２８年度～平成３２年度 

【担当課：森林林業総室森林保全課 ０２４－５２１－７４４１】  

【平成30年3月30日現在】
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全国植樹祭開催事業（継続） 

１ 趣    旨  

第６９回全国植樹祭を開催し、県内外からの招待者約６千人に海岸防災林への植樹や

式典行事に御参加いただき、緑豊かなふるさとの再生と復興に向けて力強く歩み続ける

本県の姿や、国内外からの支援への感謝の気持ちを発信する。 

２ 事 業 内 容 

（１）全国植樹祭の開催、運営 

天皇皇后両陛下によるお手植え・お手播きや復興に向けて力強く歩み続ける本県の

姿を表現したアトラクションなどによる式典行事、植樹行事を実施する。 

（２）全国植樹祭行幸啓 

天皇皇后両陛下の第６９回全国植樹祭への御臨席と地方事情視察に係る行幸啓を仰

ぎ、本県の復興状況について御覧いただく。 

３ 事業実施主体   公益社団法人国土緑化推進機構、福島県 

４ 予 算 額   ４２１，５４９千円

５ 補 助 率   － 

６ 事業実施期間   平成２６年度～平成３０年度 

【担当課：森林林業総室全国植樹祭推進室 ０２４－５２１－８６５５】 

【平成30年3月30日現在】
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